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第１章 計画の背景と目的

１－１ 計画策定の背景                     

公営住宅の管理・運営は、厳しい財政状況下において、更新期を迎えつつある老朽化した大量

の公営住宅の効率的かつ円滑な更新を行い、公営住宅需要に的確に対応することが課題となって

いる。 

これらを踏まえ、国においては、公営住宅の点検強化及び早期の管理・修繕による更新コスト

の縮減をめざし、平成21年 3月、公営住宅等長寿命化計画策定指針（以下「旧指針」という。）

が策定された。その後、公営住宅を取り巻く住宅や公共施設等の全般的な取組みとして以下の計

画等が策定されている。 

  1) 住生活基本計画（全国計画）／国土交通省／平成18年 9月、改訂平成23年 3月、平

成28 年 3月 

  2) インフラ長寿命化基本計画／インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議／平

成25年11月 

  3) 国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）／国土交通省／平成26年 5月 

    4) 公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針／総務省／平成 26 年 4 月、改訂平成

30年2月 

    5) 社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会における提言／平成 27 年 2

月 

  さらに、これら政府全体の取組みの動向を踏まえ、平成28年 8月、公営住宅等長寿命化計画

策定指針が改定されたところである。 

また、愛知県においては、人口減少、超高齢社会の本格化、既存住宅の増加、リニア中央新幹

線開業への期待など社会情勢の変化に伴い「愛知県住生活基本計画 2025」（平成 29 年 3 月）

が策定され、本市においても、住宅施策・住環境の整備の指針となる「田原市住生活基本計画」

（平成29年3月）を策定した。 

このような中、旧指針に基づき平成 21 年度に策定された「田原市公営住宅等長寿命化計画」

が、平成30年度をもって計画期間が満了となるところであり、ここに新たな指針等に基づく「田

原市公営住宅等長寿命化計画」を策定するものである 
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１－２ 計画の目的                         

今後、本市の市営住宅は、老朽化が進み、更新時期を迎えるものが増加することが見込まれ、

これらの建替え、修繕や改善など効率的に実施し、公営住宅の需要に的確に対応することが重要

な課題となっている。 

本計画は、対症療法型の維持管理から予防保全型の維持管理へ転換することによって、公営住

宅等（市営住宅、特定公共賃貸住宅及び当該住宅に必要な共同施設）の長寿命化（耐久性の向上、

躯体の経年劣化の軽減等）を図り、事業コストを計画的に縮減していくことを目的として策定す

るものである。 

１－３ 計画の位置づけ                      

 本計画は、国・県の上位関連計画、関連分野の各種計画との整合を図るものとする。 

図 1-1 計画の位置づけ

１－４ 計画期間                         

管理する公営住宅等の点検・修繕・改善サイクル等を勘案して、一定程度の計画期間を確保す

る必要があることから、本計画の計画期間は 2019 年度（平成 31 年度）から 2028 年度（平

成40年度）までの10 年間とする。 

なお、社会情勢の変化、事業の進捗状況等に応じ、地域住宅計画の見直し等と連動して、概ね

５年ごとに定期的に見直しを行うこととする。 

  計画期間：2019年度（平成31年度） ～ 2028年度（平成40年度） 10年間 

田原市公営住宅等長寿命化計画 

田原市公共施設等総合管理計画 

田原市公共施設適正化実施計画 

田原市総合計画 

田原市住生活基本計画 

住生活基本計画（全国計画） 

愛知県住生活基本計画 2025 

愛知県地域住宅計画 
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１－５ 計画の対象                         

 本計画の対象は下記に示す公営住宅等14団地76棟 784戸及び共同施設（集会所）4箇所と

する。 

■公営住宅、特定公共賃貸住宅 

番号 住宅名 棟数 戸数 備考 

１ 緑ヶ丘住宅 ５ ６９ 公営住宅 

２ 西鎌田住宅 １９ １４７ 公営住宅 

３ 大沢住宅 ５ ２４ 公営住宅 

４ 希望が丘住宅 ９ ８１ 公営住宅 

５ 法蔵寺住宅 ２ ３０ 公営住宅 

６ 西前田住宅 ３ ４８ 公営住宅 

７ 高木住宅 １１ ４０ 公営住宅 

８ 木造宮ノ前住宅 １ １ 公営住宅 

９ 宮ノ前住宅 ６ ７２ 公営住宅 

１０ 保美住宅 ９ １１０ 公営住宅 

１１ 仲瀬古住宅 ２ ２４ 公営住宅 

１２ 築出住宅 ２ ２４ 特定公共賃貸住宅 

１３ 神戸久保川住宅 １ 
１２ 公営住宅（シルバーハウジング）

３０ 特定公共賃貸住宅 

１４ 福祉の里住宅 １ 
１８ 公営住宅（シルバーハウジング）

５４ 特定公共賃貸住宅 

合  計 ７6 

６７６ 公営住宅 

１０８ 特定公共賃貸住宅 

７８４ 計 

         ※公営住宅：公営住宅法に基づく、低額所得者向けの賃貸住宅 

特定公共賃貸住宅：特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づく、中堅所得者向けの賃貸住宅

■共同施設部分 

番号 住宅名 共同施設名 備考 

① 緑ヶ丘住宅 集会所  

② 西鎌田住宅 集会所  

③ 希望が丘住宅 集会所  

④ 保美住宅 集会所  
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第 2章 公営住宅等の状況整理
２－１ 田原市の概況                       

（１）人口の推移

2015年（平成27年）における本市の人口（国勢調査）は62,364人となっている。2005

年（平成17年）まで増加傾向を示していたが、2010年（平成22年）には減少に転じてい

る。 

図 2-1 人口の推移

（２）年齢３区分別人口の推移

 年齢 3区分別人口の推移をみると、生産年齢人口（15～64歳）は2005年（平成17年）

をピークに減少に転じている。年少人口（0～14 歳）は一貫して減少傾向にある一方、老年

人口（65歳以上）は一貫して増加傾向となっている。2000年（平成12年）には老年人口

が年少人口を上回るなど少子高齢化が進んでいる。2015 年（平成 27 年）の高齢化率は

25.7％となっており、愛知県平均の23.8％を上回っている。 

（出典：国勢調査）
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図 2-2 年齢 3区分別人口の推移（年齢不詳を除く）

図 2-3 年齢 3区分別人口割合の推移

（出典：国勢調査）

（出典：国勢調査）
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（３）世帯数の推移

 世帯数は概ね増加傾向、世帯当たり人員は減少傾向にある。2015年（平成27年）におけ

る世帯当たり人員は2.88人となっている。 

図 2-4 世帯数の推移

（４）高齢者世帯の推移

 2015年（平成27年）における高齢単身世帯、高齢夫婦のみ世帯はそれぞれ1,427世帯、

1,746世帯（国勢調査）となっており、増加傾向にある。 

図 2-5 高齢者世帯の推移

（出典：国勢調査）

（出典：国勢調査）
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（５）将来推計人口

①国立社会保障・人口問題研究所による推計 

 国立社会保障・人口問題研究所による「日本の地域別将来推計人口（平成30年３月推計）」

の推計では、人口減少がさらに進み、2045 年（平成 57 年）には約 48,000 人まで減少す

る推計となっている。 

図 2-6 将来人口の推計

 年齢３区分別人口割合は下図のように推計されている。少子高齢化の進行が示されている。 

図 2-7 年齢 3区分別人口割合の推計

（出典：国立社会保障・人口問題研究所）

（出典：国立社会保障・人口問題研究所）
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②田原市人口ビジョンによる推計 

 田原市人口ビジョンでは、2022 年（平成34年）において64,000 人を維持し、2040 

年（平成52年）に60,000 人以上を目指すとしている。 

図 2-8 田原市における人口の将来展望

③田原市住生活基本計画による推計 

 田原市住生活基本計画（平成29年 3月）では、将来人口・将来世帯数を以下のように設定

している。 

（出典：田原市人口ビジョン2015→2040）

9,272 人増
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（出典：平成25年住宅・土地統計調査）

（単位：戸）

14,210 72.0% 1,703,100 59.6%

5,520 28.0% 1,153,400 40.4%

19,730 100.0% 2,856,500 100.0%

公営の借家 510 9.2% 128,300 11.1%

都市再生機構(UR)・公社の借家 100 1.8% 57,100 5.0%

民営借家 2,360 42.8% 892,500 77.4%

給与住宅 2,550 46.2% 75,500 6.5%

計 5,520 100.0% 1,153,400 100.0%

愛知県

借
家
の
内
訳

持ち家

借家

計

田原市

（６）住宅所有関係別住宅数

 住宅所有関係別住宅数をみると、持ち家が 72.0％、借家が 28.0％となっており、愛知県

全体と比較すると持ち家率が高い。 

 借家の内訳をみると給与住宅が最も多い。また、公営の借家は借家全体の 9.2％となって

いる。 

表 2-1 住宅所有関係別住宅数
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２－２ 上位・関連計画の位置づけ                 

① 改定版 田原市公共施設等総合管理計画（平成 30 年 12 月） 

 ■計画の期間 

   2018年度（平成30年度）～2037年度（平成49年度）（20年間） 

 ■目標（計画期間20年）＜公共施設（建築物）＞ 

施設保有総量を圧縮しながら施設区分ごとに係る費用を今後10年間で20％、次の10

年間で10％削減 

 ■施設類型ごとの管理に関する基本的な方針（個別施設方針） 

＜公営住宅等施設＞ 

施設名称 建築年 H29 末延べ床面積（㎡） 

大沢住宅 S59 1,775.94 

神戸久保川住宅 H12 3,996.73 

希望が丘住宅 H1 6,453.85 

高木住宅 S40 1,350.04 

築出住宅 H13 2,003.84 

仲瀬古住宅 S52 1,614.25 

西鎌田住宅 S55 10,537.15 

西前田住宅 S61 3,450.49 

福祉の里住宅 H15 9,655.70 

法蔵寺住宅 H9 2,263.84 

緑ヶ丘住宅 H20 6,150.45 

宮ノ前住宅 S34 5,182.81 

保美住宅 S48 6,879.40 

13 施設  ※ 61,314.49

                     ※市全体の保有総量376,661.39 ㎡の16.3％ 

＜個別施設方針（公営住宅等）＞ 

公共施設等の

管理に関する

基本的な考え

方 

○施設申込者の年齢層や家族構成などを把握し、社会変化に応じた施設管

理を行います。 

○地域における公営住宅の需要を把握し、施設の耐用年数及び劣化度によ

り、施設の更新、統廃合を検討します。 

○利用（入居者）が著しく低下した施設は、廃止を検討します。 

○住宅借上げ制度や家賃補助制度の導入を検討します。 

○施設を更新する際、新たな建設場所を選定する場合は、市街化区域内で

の計画を検討します。 
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② 田原市公共施設適正化実施計画（平成 28年 8 月） 

 ■計画の期間 

   2016年度（平成28年度）～2025年度（平成37年度） 

 ■施設種別ごとの縮減目標 

区分 施設名 区分 現状値 
縮減 

目標値 
縮減率

公営

住宅

等 

施設

公営住宅 

（神戸久保川、福祉の里、築出、大沢、

西鎌田、希望が丘、緑ヶ丘、法蔵寺、

西前田、高木、宮ノ前、保美、仲瀬古）

面積 63,825.96 ㎡  －  － 

コスト 19,878,686 

千円 

99,265 

千円 

0.49 

% 

③ 田原市住生活基本計画（平成 29 年 3月） 

 ■計画の期間 

   2017年度（平成29年度）～2025年度（平成37年度） 

 ■基本理念 

   暮らしの豊かさが実感できる住まい・まちづくり 

～城下町の魅力と半島の恵みが息づく安心・安全のまち・田原～ 

 ■公共賃貸住宅の供給目標量【政策目標】 

   公共賃貸住宅の供給目標量は、市営住宅の建替え計画や、入居待機の状況、入居者の適正

化の推進、耐震性が低い住宅に住む高齢者世帯のための対策などを踏まえて、次のように設

定します。 

○現在、市内には、15団地・784戸の市営住宅のほか、県営住宅１団地（87戸）、県住宅供給

公社１団地（195 戸）の計 1,066 戸が整備されています。市営住宅のうち 108 戸は中堅所

得者向けの特定公共賃貸住宅であり、646 戸が低所得者向けの公営住宅で、30戸が高齢者世

帯向けのシルバーハウジングです。 

○低所得者用住宅の中には老朽化が進んでいる住宅団地もみられ、そのうち、高木住宅（現状：

40戸）は建替えが予定されており、既に入居者の募集を停止しています。 
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○平成 28 年 12 月 28 日時点の入居待機者は、低所得者用住宅で 30 世帯おり、常態化してい

る一方で、平成 28 年４月時点における収入超過者が 68 世帯みられるため、高額所得者や収

入超過者の対策を進めることによって需要に対応していくものとします。加えて、全国的に低

所得者層が増加傾向にある状況を踏まえ、住宅困窮者のセーフティネットのために、適正な管

理戸数を維持していきます。 

○市内には、新耐震基準以前に建築された住宅に居住していると推察される高齢者世帯（一人暮

らし、高齢夫婦世帯）が3,173 世帯おり、このうち、耐震診断結果から、80％にあたる約760

世帯が耐震不足であると推察されます。さらに、このうち、要支援・要介護認定を受けている

ような高齢者世帯が100世帯あると想定されます。自立した生活が困難な高齢者世帯を救済す

るために、耐震補強工事や減災対策（簡易耐震化、防災ベッドの設置や家具の転倒防止等によ

る寝室の安全確保など）を進めるとともに、シルバーハウジング等を新たに整備することによ

って、耐震不足の住宅に居住する高齢者世帯の安心・安全を確保します。 

※高齢者世帯では、資金面や年齢的な理由から耐震補強工事に対する意欲はかなり低い状況です。

このため、耐震不足の住宅に居住している高齢者世帯の対策としては、耐震補強工事の促進に

加え、シルバーハウジング等の整備による安心･安全の確保が必要です。平成26年３月末にお

ける要支援・要介護認定率が約14％（13.9％）であることから、対象となる高齢者世帯を100

世帯として、うち約20％にあたる20戸をシルバーハウジング（シルバー向けの特定公共賃貸

住宅も含む）の整備によって確保し、残りの 80 戸を耐震補強工事の補助と福祉的な居住系施

設等（グループホームやケアハウス、有料老人ホーム、介護老人福祉施設や介護老人保健施設）

によって確保するものと設定しました。 

○特定公共賃貸住宅は、平成28年 12月 28日時点における入居待機者が8世帯います。中堅

所得者向けの特定公共賃貸住宅は、増加傾向にある市内企業の従業員の住宅としての利用も想

定されるため、民間による分譲・賃貸マンションの供給状況を踏まえつつ、必要に応じて官民

共同によるマンション建設という方法も含めて、新たな戸数の確保について検討します。 

 ■推進施策 

 ○安心・安全に住み続けられる住まい・まちづくり 

＜推進する施策＞  

   ・安心して住める住宅の整備 

セーフティーネットとしての市営住宅の機能を強化するために、老朽化した市営住宅の計画的

な建替えや修繕を行うとともに、さらに多様な手法での公共賃貸住宅の供給、シルバーハウジン

グの建設を推進します 

取組み内容（例） 

市営住宅の適正な管理 

市営住宅建替え（高木） 

市営住宅改修 

シルバー向け／特定公共賃貸住宅の整備 
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＜戦略的な住宅施策＞ 

・市営住宅の計画的な建替え・セーフティーネットへの対応 

老朽化が進み広さや設備等の点で居住者のニーズに合わなくなっている市営住宅を計画的に

建替えます。建替えに際しては、まちなか等市街地において民間住宅の借上げ方式等による公共

賃貸住宅の供給を検討することや、高齢者が安心・安全に暮らすことができるシルバーハウジン

グの建設を推進します。また、改修が可能な市営住宅については、建物の寿命を延ばし、かつ、

快適に住むことができるように、段差解消やエレベータ－設置、手すりの設置等のリフォームを

進めます。高齢者が安心して住むことができ、福祉サービスも受けることができるようにした高

齢者向け優良賃貸住宅の建設を検討します。これらの方策と合わせて、持続的なコミュニティの

形成を図るために、多様な年齢層が暮らすミックス居住を推進します。 

 ○地域別の方針 

  ・福江地域（福江市街地） 

    地域内に存在する老朽化した市営住宅については、建築場所や建築仕様を検討し、居住者の

安心・安全性・利便性の向上を図ります。 

④ 愛知県地域住宅計画 

■計画期間 

平成 28 年度～平成32 年度（最新の地域住宅計画） 

■計画目標 

①「良質な住宅ストックをつくる」 

②「住みよい地域をつくる」 

③「いつまでも住み続けられる」 

■計画内容 

愛知県地域住宅計画は、愛知県と県下の市町村が合同で策定している。 

愛知県住生活基本計画を上位計画とし、地震に強い住まい・まちづくり、居住環境改善や整

備、高齢者等が地域で住み続けるための住宅供給と生活支援、公営住宅の計画的なストック整

備などを目標に掲げている。 

当該計画中の公営住宅等整備事業、公営住宅等総合改善事業等へ本市事業も記載されている。 
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２－３ 公営住宅等の状況                       

（１）管理戸数                   （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）

①管理戸数 

 本市の公営住宅等の管理戸数は 784 戸となっている。うち公営住宅 676 戸（86.2％）、

特定公共賃貸住宅108戸（13.8％）となっている。また、高齢者世帯向けのシルバーハウジ

ングが30戸整備されている。 

 管理戸数について団地別にみると西蒲田住宅（147戸）が最も多く、次いで保美住宅（110

戸）、希望が丘住宅（81戸）の順となっている。 

表 2-2 管理戸数                      図 2-9 種別管理戸数 

表 2-3 団地別管理概要 

種別 団地数 管理戸数 比率
公営住宅 13 676 86.2%
特公賃 3 108 13.8%
合計 14 784 100.0%

※２団地は公営住宅と特公賃合築

衣笠 1 緑ヶ丘住宅 公営 5 69 2007～2009 中耐３／耐火１
衣笠 2 西鎌田住宅 公営 19 147 1979～1983 中耐３／簡２
田原中部 3 大沢住宅 公営 5 24 1984 中耐3／簡２
神戸 4 希望が丘住宅 公営 9 81 1987～1990 中耐４

赤羽根 高松 5 法蔵寺住宅 公営 2 30 1997～1998 中耐３
泉 6 西前田住宅 公営 3 48 1986～1997 中耐３
清田 7 高木住宅 公営 11 40 1965～1966 簡平 募集停止
清田 8 木造宮ノ前住宅 公営 1 1 1959 木造１ 廃止予定
清田 9 宮ノ前住宅 公営 6 72 1989～1991 中耐３
福江 10 保美住宅 公営 9 110 1973～1983 中耐３／簡２
福江 11 仲瀬古住宅 公営 2 24 1977 中耐３

田原中部 12
築出住宅
（スマイルコート築出）

特公賃 2 24 2001～2003 中耐３

公営 1 12 シルバーハウジング
特公賃 30
公営 1 18 シルバーハウジング
特公賃 54 店舗併設

- 646 低所得者向け

- 30 シルバーハウジング

計 - 676

特公賃 - 108 中堅所得者向け

総計 76 784

地域 建設年度 構造・階数

13

14

神戸久保川住宅
(エクセルコート久保川)
福祉の里住宅
（セントラルコート築出）

田原

渥美

田原

備考No. 団地名 種別 棟数
管理
戸数

神戸

田原中部

高耐７1998～1999

2001～2002 高耐８

計

公営
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図 2-10 団地別管理戸数 

 地域別にみると田原地域が459戸（58.5％）と最も多くなっている。 

表 2-4 地域別管理戸数 

図 2-11 地域別管理戸数 

地域

種別 団地数 管理戸数 団地数 管理戸数 団地数 管理戸数 団地数 管理戸数

公営 6 351 1 30 6 295 13 676
特公賃 3 108 0 0 0 0 3 108

7 459 1 30 6 295 14 784
50.0% 58.5% 7.1% 3.8% 42.9% 37.6% 100.0% 100.0%

※２団地は公営住宅と特公賃合築

計

合計

田原 赤羽根 渥美
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②構造別管理戸数 

 公営住宅等を構造別にみると、中層耐火造３階建てが 477 戸と最も多く全体の 60.8％を

占めている。次いで、中層耐火造４階建ての81戸、高層耐火造8階建ての72戸の順となっ

ている。 

 耐火構造は684戸で全体の87.2％を占めている。 

表 2-5 地域別・構造別管理戸数 

図 2-12 地域別・構造別管理戸数割合 

田原 赤羽根 渥美 計
0 0 1 1

0.0% 0.0% 0.3% 0.1%
0 0 40 40

0.0% 0.0% 13.6% 5.1%
39 0 20 59
8.5% 0.0% 6.8% 7.5%
12 0 0 12
2.6% 0.0% 0.0% 1.5%
213 30 234 477
46.4% 100.0% 79.3% 60.8%
81 0 0 81

17.6% 0.0% 0.0% 10.3%
42 0 0 42
9.2% 0.0% 0.0% 5.4%
72 0 0 72

15.7% 0.0% 0.0% 9.2%
459 30 295 784

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
合計

高層耐火造７階建て（高耐７）

高層耐火造８階建て（高耐８）

木造平屋建て（木造１）

簡易耐火造平屋建て（簡平）

簡易耐火造２階建て（簡２）

耐火造平屋建て（耐火１）

中層耐火造３階建て（中耐３）

中層耐火造４階建て（中耐４）
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③建設年度別管理戸数 

 公営住宅等を建設年度別にみると、昭和 50 年代（1975 年～1984 年）に建てられた住

棟が285戸（36.4％）と最も多い。平成7年（1995年）以降も261戸（33.3％）と多

くなっている。 

 新耐震基準以前の住棟は193戸（24.6％）である。 

表 2-6 地域別・建設年度別管理戸数 

図 2-13 地域別・建設年度別管理戸数 

田原 赤羽根 渥美 計
0 0 1 1

0.0% 0.0% 0.3% 0.1%
0 0 60 60

0.0% 0.0% 20.3% 7.7%
171 0 114 285
37.3% 0.0% 38.6% 36.4%
81 0 96 177

17.6% 0.0% 32.5% 22.6%
138 30 24 192
30.1% 100.0% 8.1% 24.5%
69 0 0 69

15.0% 0.0% 0.0% 8.8%
459 30 295 784

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

48 0 145 193
10.5% 0.0% 49.2% 24.6%

新耐震基準（1981）以前

合計

昭和30年代
(1955～)
昭和40年代
(1965～)
昭和50年代
(1975～)

昭和60年代～平成6年
(1985～)

平成7年～平成16年
(1995～)
平成17年～
(2005～)
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④建設年度別構造別管理戸数 

 建設年度別構造別管理戸数をみると、昭和 40 年代（1965 年～1974 年）は簡易耐火造

平屋建て、簡易耐火造 2階建てが多く、昭和 50年代（1975 年～1984年）以降は中層耐

火造が多くなっている。 

図 2-14 建設年度別構造別管理戸数 
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⑤耐用年数経過状況 

 耐用年数経過状況（2019年（平成31年）基準）をみると、全体の7.8％が耐用年数を経

過、34.8％が耐用年数の1/2を経過している。 

 構造別にみると木造平屋建て（木造１）と簡易耐火造平屋建て（簡平）のすべてと簡易耐火

造２階建て（簡２）の大部分が耐用年数を経過している。また、中層耐火造３階建て（中耐３）

の約半数が耐用年数の1/2を経過している。 

 計画期間終期となる2028年（平成40年））には全体の11.2％が耐用年数を経過、55.5％

が耐用年数の 1/2 を経過する。中層耐火造３階建て（中耐３）と中層耐火造４階建て（中耐

４）の大部分は耐用年数の1/2を経過する。耐火造平屋建て（耐火1）、高層耐火造７階建て

（高耐7）、高層耐火造８階建て（高耐8）は計画期間内において耐用年数経過しない。 

表 2-7 構造別耐用年数 

表 2-8 耐用年数経過状況（2019 年（平成 31 年）） 

表 2-9 耐用年数経過状況（2028 年（平成 40 年）） 

図 2-15 耐用年数経過状況（2019 年（平成 31年））   図 2-16 耐用年数経過状況（2028年（平成 40年）） 

木造１ 簡平 簡２ 耐火１ 中耐３ 中耐４ 高耐７ 高耐８
既に耐用年数を経過 1 40 20 － － － － － 61 7.8%
既に耐用年数1/2を経過 － － 39 － 234 － － － 273 34.8%
耐用年数未経過 － － － 12 243 81 42 72 450 57.4%
全体 1 40 59 12 477 81 42 72 784 100.0%

合計

木造１ 簡平 簡２ 耐火１ 中耐３ 中耐４ 高耐７ 高耐８

計画期間内に耐用年数を経過 1 40 47 － － － － － 88 11.2%

計画期間内に耐用年数1/2を経過 － － 12 － 342 81 － － 435 55.5%

計画期間内に耐用年数経過しない － － － 12 135 － 42 72 261 33.3%

全体 1 40 59 12 477 81 42 72 784 100.0%

合計

構造 木造・簡易耐火平屋 簡易耐火２階 耐火構造

耐用年数 30年 45年 70年
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⑥住戸規模の状況 

 住戸規模別にみると、50～70㎡が498戸（63.5％）と最も多い。50㎡未満の小規模住

戸は121戸と全体の15.4％であるが、これらは木造平屋建て（木造１）、簡易耐火造平屋建

て（簡平）が大部分である。また、70㎡以上は165戸（21.0％）を占めている。 

表 2-10 住戸規模別戸数 

図 2-17 住戸規模別戸数 

木造１ 簡平 簡２ 耐火１ 中耐３ 中耐４ 高耐７ 高耐８
30㎡未満 1 1 0.1%
30～40㎡ 40 18 58 7.4%
40～50㎡ 20 12 30 62 7.9%
50～70㎡ 39 429 12 18 498 63.5%
70㎡以上 18 63 30 54 165 21.0%

計 1 40 59 12 477 81 42 72 784 100.0%

計
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表 2-11 団地別住戸タイプ（住戸面積） 

1 緑ヶ丘住宅 公営 5 69

２Ｋ(47.1㎡)
２Ｋ(49.0㎡)
３ＤＫ(69.4㎡)
３ＤＫ(72.3㎡)

2 西鎌田住宅 公営 19 147
３DK(56.8㎡)

３DK（56.8㎡,62.2㎡)

3 大沢住宅 公営 5 24 ３ＤＫ(63.3㎡,69.9㎡)

4 希望が丘住宅 公営 9 81

２Ｋ(39.9㎡)
３ＤＫ(74.2㎡)
３ＤＫ(75.7㎡)

３ＤＫ(74.2㎡～75.7㎡)

5 法蔵寺住宅 公営 2 30 ３ＤＫ(65.9㎡)

6 西前田住宅 公営 3 48
２Ｋ(45.2㎡)
３ＤＫ(62.0㎡)

7 高木住宅 公営 11 40 ２ＤＫ(32.0㎡) 募集停止

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 1 ２DK(28.0㎡) 廃止予定

9 宮ノ前住宅 公営 6 72 ３ＤＫ(60.8㎡～61.6㎡)

10 保美住宅 公営 9 110
２ＤＫ(46.1㎡)
３Ｋ(51.2㎡)

３Ｋ(51.2㎡～52.9㎡)

11 仲瀬古住宅 公営 2 24 ３ＤＫ(56.8㎡)

12
築出住宅
（スマイルコート築出）

特公賃 2 24
2DK(56.70㎡～58.31㎡)

２DK(59.26㎡)
公営 1 12 ２DK(50.3㎡) シルバーハウジング
特公賃 30 ３LDK(76.5㎡)
公営 1 18 ２DK(51～53㎡) シルバーハウジング

特公賃 54
３LDK(77～78㎡)
４LDK(95㎡) 13戸

784合計

住宅タイプ（住戸面積） 備考

13
神戸久保川住宅
(エクセルコート久保川)

14
福祉の里住宅
（セントラルコート築出）

No. 団地名 種別 棟数
管理
戸数
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⑦空家の状況 

 2018年（平成30年）3月末現在、空家戸数は13戸となっている。なお、高木住宅は募

集停止（政策空家）、木造宮ノ前住宅は廃止予定となっている。 

  表 2-12 管理戸数・空家戸数の状況 

 （2018 年（平成 30 年）3 月末現在） 

1 緑ヶ丘住宅 公営 5 69 69 0

2 西鎌田住宅 公営 19 147 147 0

3 大沢住宅 公営 5 24 24 0

4 希望が丘住宅 公営 9 81 81 0

5 法蔵寺住宅 公営 2 30 29 1

6 西前田住宅 公営 3 48 45 3

7 高木住宅 公営 11 40 － － 募集停止（政策空家）

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 1 1 0 廃止予定

9 宮ノ前住宅 公営 6 72 70 2

10 保美住宅 公営 9 110 108 2

11 仲瀬古住宅 公営 2 24 22 2

12
築出住宅
（スマイルコート築出）

特公賃 2 24 21 3

公営 1 12 12 0 シルバーハウジング

特公賃 30 30 0

公営 1 18 18 0 シルバーハウジング

特公賃 54 54 0

784 － 13合計

空家
戸数

No. 団地名 種別 棟数
管理
戸数

入居
戸数

備考

13
神戸久保川住宅
(エクセルコート久保川)

14
福祉の里住宅
（セントラルコート築出）
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（２）団地別・住棟別の状況             （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）

①住戸内設備の状況 

 住戸内設備の状況を下表に示す。高木住宅、木造宮ノ前住宅以外は水洗便所、風呂桶・給湯

器付きとなっている。 

 3 箇所給湯（台所・洗面所・風呂）は建設年度の新しい緑ヶ丘住宅、法蔵寺住宅、築出住宅、

神戸久保川住宅、福祉の里住宅に設置されている。 

表 2-13 住戸内設備の状況 

②附帯・共同施設の設置状況 

 集会所は管理戸数の多い緑ヶ丘住宅、西鎌田住宅、希望が丘住宅、保美住宅に設置されている。 

表 2-14 附帯・共同施設の設置状況 

（面積出典：財産台帳）

1 緑ヶ丘住宅 公営 5 69
中耐3
耐火1

○
（公共下水）

○ ○ ○ － －

2 西鎌田住宅 公営 19 147
中耐3
簡2

○
（公共下水）

○
風呂
のみ

－ － －

3 大沢住宅 公営 5 24
中耐3
簡2

○
（公共下水）

○
風呂
のみ

－ － －

4 希望が丘住宅 公営 9 81 中耐４
○

（農業集落排水）
○

風呂
のみ

－ － －

5 法蔵寺住宅 公営 2 30 中耐３
○

（農業集落排水）
○ ○ － － －

6 西前田住宅 公営 3 48 中耐３
○

（農業集落排水）
○

○
１棟は
風呂の
み

－ － －

7 高木住宅 公営 11 40 簡平
×

汲取り便所
風呂桶・釜無
（桶・釜持込）

－ － － － 募集停止

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 1 木造１
×

汲取り便所
風呂桶・釜無
（桶・釜持込）

－ － － － 廃止予定

9 宮ノ前住宅 公営 6 72 中耐３
○

（公共下水）
○

洗面・
風呂
給湯

－ － －

10 保美住宅 公営 9 110
中耐3
簡2

○
（公共下水）

○
風呂
のみ

－ － －

11 仲瀬古住宅 公営 2 24 中耐３
○

（公共下水）
○

風呂
のみ

－ － －

12
築出住宅
（スマイルコート築出）

特公賃 2 24 中耐３
○

（公共下水）
○ ○ ○ －

105号～
○

神戸久保川住宅 公営 1 12 ○ ○ シルバーハウジング
(エクセルコート久保川) 特公賃 30 － －
福祉の里住宅 公営 1 18 ○ ○ シルバーハウジング
（セントラルコート築出） 特公賃 54 － －

No. 団地名 種別 棟数
管理
戸数

構造
階数

備考

高耐７

水洗便所

○
（公共下水）

風呂桶・
給湯器付

３箇所
給湯

オール
電化

バリア
フリー

ＥＶ

○ ○

○

○

13

14

○ ○

高耐８
○

（公共下水）

1 緑ヶ丘住宅 集会所 2009 鉄骨 1 114.49
2 西鎌田住宅 集会所 1982 RC(屋根鉄骨) 1 172.88
4 希望が丘住宅 集会所 1989 RC 1 69.55
10 保美住宅 集会所 1979 RC 1 70.00

階数 面積（㎡）建設年度 構造No. 団地名 施設名
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③団地属性（都市計画等） 

 敷地面積をみると、1,000㎡未満の比較的狭小な団地は、宮ノ前住宅1団地のみとなっている。

また、市街化調整区域に立地する団地も多い。 

表 2-15 団地の立地・敷地状況 

④維持管理にかかる費用の状況 

 近年の主な施設維持管理費用を下表に示す。年度ごとの実施状況に波がみられる。 

表 2-16 維持管理コスト 

施設名称 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

緑ケ丘住宅 2,886 3,948 4,140 3,654 4,424 4,577 5,601 5,098 5,376

西鎌田住宅 4,250 5,421 5,834 4,532 6,082 6,400 8,045 7,799 7,530

大沢住宅 647 855 875 708 960 988 1,386 1,145 1,322

希望が丘住宅 2,371 2,872 3,177 2,478 3,354 3,652 4,555 4,985 4,280

法蔵寺住宅 1,399 1,520 1,613 1,395 1,722 1,739 3,389 1,902 2,201

西前田住宅 1,453 1,724 1,855 1,488 1,973 2,334 4,164 2,518 2,532

高木住宅 1,457 1,753 1,867 1,253 1,539 2,057 4,429 2,211 2,321

宮ノ前住宅 5,107 5,607 5,655 5,138 5,914 6,539 7,952 7,383 6,868

保美住宅 4,064 4,696 5,056 4,190 5,345 5,690 8,325 6,174 6,514

仲瀬古住宅 746 915 1,026 784 1,040 1,054 1,320 1,226 2,129

築出住宅 1,078 1,253 1,324 1,159 1,415 1,437 1,648 1,522 1,603

神戸久保川住宅 2,697 2,998 2,992 2,403 2,893 2,987 3,919 3,933 3,475

福祉の里住宅 5,696 5,984 6,281 5,235 5,996 6,612 7,814 7,103 7,192

合計 33,851 39,546 41,695 34,417 42,657 46,066 62,547 52,999 53,343

1 緑ヶ丘住宅 公営 5 69 14,576.10 市街化調整区域
2 西鎌田住宅 公営 19 147 19,471.26 市街化調整区域

3 大沢住宅 公営 5 24 3,221.56
第一種低層住居専用地域
第二種低層住居専用地域

4 希望が丘住宅 公営 9 81 8,646.48 市街化調整区域
5 法蔵寺住宅 公営 2 30 4,772.32 市街化調整区域
6 西前田住宅 公営 3 48 6,902.01 市街化調整区域
7 高木住宅 公営 11 40 5,092.00 市街化調整区域
8 木造宮ノ前住宅 公営 1 1
9 宮ノ前住宅 公営 6 72 969.21 第一種住居地域
10 保美住宅 公営 9 110 11,644.35 第一種住居地域
11 仲瀬古住宅 公営 2 24 2,439.66 市街化調整区域

12
築出住宅
（スマイルコート築出）

特公賃 2 24 1,986.98 第二種住居地域

13 神戸久保川住宅 公営 1 12
(エクセルコート久保川) 特公賃 30

14 福祉の里住宅 公営 1 18
（セントラルコート築出） 特公賃 54

4,913.35 第一種住居地域

6,536.80 第二種住居地域

No. 団地名 種別
管理
戸数

棟数
敷地面積
（㎡）

都市計画区域
用途地域

（敷地面積出典：財産台帳）
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⑤計画修繕・改善事業の実績 

 近年の主な計画修繕・改善事業の実施状況を下表に示す。年度ごとの実施状況に波がみられる。 

         表 2-17 計画修繕・改善事業の実施状況（まとめ）     （単位：戸） 

※建替え：緑ヶ丘団地 

図 2-18 計画修繕・改善事業の実施状況（まとめ） 

H11

(1999)

H12

(2000)

H13

(2001)

H14

(2002)

H15

(2003)

H16

(2004)

H17

(2005)

H18

(2006)

H19

(2007)

H20

(2008)

H21

(2009)

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

建替え 0 0 0 0 0 0 0 0 27 21 21 0 0 0 0 0 0 0 0 0

外壁改修 0 12 0 24 42 42 15 0 0 24 24 0 24 12 28 40 104 59 38 24

屋上改修 24 0 0 0 0 0 0 0 12 39 192 0 0 12 16 16 30 55 14 0
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表 2-18 計画修繕・改善事業の実施状況（詳細）（平成元年以降） 

No. 団地名 種別 住棟番号
構造
階数

建設
年度

管理
戸数

改善履歴
（長寿命化型）

年度

1 緑ヶ丘住宅 公営 1号棟 中耐3 H19 27 建替え H19
公営 2号棟 中耐3 H20 15 建替え H20
公営 3号棟 中耐3 H21 15 建替え H21
公営 4号棟 耐火1 H20 6 建替え H20
公営 5号棟 耐火1 H21 6 建替え H21

2 西鎌田住宅 公営 1棟 簡２ S54 3 外壁塗装 H14
屋根改修工事 H19

公営 2棟 簡２ S54 3 外壁塗装 H14
屋根改修工事 H19

公営 3棟 簡２ S54 3 外壁塗装 H14
屋根改修工事 H19

公営 4棟 簡２ S54 3 外壁塗装 H14
屋根改修工事 H19

公営 5棟 中耐3 S54 12 外壁塗装 H14
屋上断熱防水改修 H21

公営 6棟 中耐3 S55 12 外壁塗装 H15
屋上断熱防水改修 H21

公営 7棟 中耐3 S55 12 外壁塗装 H15
屋上断熱防水改修 H21

公営 8棟 中耐3 S56 12 外壁塗装 H15

屋上断熱防水改修 H21

公営 9棟 簡２ S57 3 外壁塗装 H15
屋根改修工事 H20

公営 10棟 簡２ S57 3 外壁塗装 H15

屋根改修工事 H20

公営 11棟 簡２ S57 3 外壁塗装 H16
屋根改修工事 H20

公営 12棟 簡２ S57 3 外壁塗装 H16
屋根改修工事 H20

公営 13棟 簡２ S57 3 外壁塗装 H17
屋根改修工事 H20

公営 14棟 中耐3 S58 12 外壁塗装 H20
屋上断熱防水改修 H21

公営 15棟 中耐3 S57 12 外壁塗装 H17
屋上断熱防水改修 H21

公営 16棟 中耐3 S56 12 外壁塗装 H16
屋上断熱防水改修 H21

公営 17棟 中耐3 S56 12 外壁塗装 H16
屋上断熱防水改修 H21

公営 18棟 中耐3 S56 12 外壁塗装 H16
屋上断熱防水改修 H21

公営 19棟 中耐3 S58 12 外壁塗装 H20
屋上断熱防水改修 H21

3 大沢住宅 公営 1棟 簡２ S59 3 外壁塗装、防水改修、屋根改修 H24
公営 2棟 簡２ S59 3 外壁塗装、防水改修、屋根改修 H24
公営 3棟 簡２ S59 3 外壁塗装、防水改修、屋根改修 H24
公営 4棟 簡２ S59 3 外壁塗装、防水改修、屋根改修 H24
公営 5棟 中耐3 S59 12 屋上断熱防水改修 H21

外壁塗装、防水改修 H26
4 希望が丘住宅 公営 A棟 中耐4 S62 10 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H28
公営 B棟 中耐4 S62 10 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H28
公営 C棟 中耐4 S63 10 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H28・H29
公営 D棟 中耐4 S63 10 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H28・H29
公営 E棟 中耐4 S63 9 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H28・H29
公営 F棟 中耐4 H1 8 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H26
公営 G棟 中耐4 H1 8 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H26
公営 H棟 中耐4 H2 8 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H25
公営 Ⅰ棟 中耐4 H2 8 外壁爆裂改修 H17

外壁塗装、防水改修、屋根改修 H25



- 28 - 

No. 団地名 種別 住棟番号
構造
階数

建設
年度

管理
戸数

改善履歴
（長寿命化型）

年度

5 法蔵寺住宅 公営 A棟 中耐3 H9 12 外壁塗装、防水改修 H26
公営 B棟 中耐3 H10 18 外壁塗装、防水改修 H27

6 西前田住宅 公営 1号棟 中耐3 S61 24 屋上防水改修 H11
外壁塗装、防水改修 H27

公営 2号棟 中耐3 H8 6
公営 3号棟 中耐3 H9 18

7 高木住宅 公営 尋畑　　1 簡平 S40 4 取壊し予定 H32
公営 尋畑　　2 簡平 S40 3 取壊し予定 H32
公営 尋畑　　3 簡平 S40 4 取壊し H30
公営 尋畑　　4 簡平 S40 4 取壊し H30
公営 尋畑　　5 簡平 S40 5 取壊し予定 H32
公営 中畑　　6 簡平 S41 3 取壊し予定 H32
公営 中畑　　7 簡平 S41 4 取壊し H30
公営 中畑　　8 簡平 S41 4 取壊し予定 H32
公営 中畑　　9 簡平 S41 4 取壊し予定 H32
公営 中畑　10 簡平 S41 2 取壊し H30
公営 中畑　11 簡平 S41 3 取壊し H30

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 木造1 S34 1 取壊し予定 H32
9 宮ノ前住宅 公営 1号棟 中耐3 H1 12 外壁塗装、防水改修 H27

公営 2号棟 中耐3 H1 12 外壁塗装、防水改修 H27
公営 3号棟 中耐3 H2 12 外壁塗装、防水改修 H28
公営 4号棟 中耐3 H2 12 外壁塗装、防水改修 H28
公営 5号棟 中耐3 H3 12 外壁塗装、防水改修 H30
公営 6号棟 中耐3 H3 12 外壁塗装、防水改修 H30

10 保美住宅 公営 1号棟 簡２ S48 5 外壁塗装、防水改修 H1
外壁塗装、防水改修 H27
屋上防水改修 H28

公営 2号棟 簡２ S48 5 外壁塗装、防水改修 H1
外壁塗装、防水改修 H27
屋上防水改修 H28

公営 3号棟 簡２ S48 5 外壁塗装、防水改修 H1
外壁塗装、防水改修 H27
屋上防水改修 H28

公営 4号棟 簡２ S48 5 外壁塗装、防水改修 H1
外壁塗装、防水改修 H27
屋上防水改修 H28

公営 5号棟 中耐3 S53 12 外壁塗装 H12
屋上断熱防水改修 H21

公営 6号棟 中耐3 S53 24 屋上断熱防水改修 H20
外壁塗装、防水改修 H21

公営 7号棟 中耐3 S54 24 屋上断熱防水改修 H21
外壁塗装、防水改修 H23

公営 8号棟 中耐3 S56 12 外壁塗装、防水改修 H25
屋上防水改修 H27

公営 9号棟 中耐3 S58 18 外壁塗装、防水改修、屋上防水改修 H27
11 仲瀬古住宅 公営 1号棟 中耐3 S52 18 外壁塗装 H4

屋上断熱防水改修 H21
外壁塗装、防水改修 H29

公営 2号棟 中耐3 S52 6 外壁塗装 H4
屋上断熱防水改修 H21
外壁塗装、防水改修 H29

12 築出住宅 特公賃 101号～ 中耐3 H13 12
（スマイルコート築出） 特公賃 105号～ 中耐3 H15 12

13 神戸久保川住宅 公営 1 高耐7 12
(エクセルコート久保川) 特公賃 高耐7 30

14 福祉の里住宅 公営 1 高耐8 18
（セントラルコート築出） 特公賃 高耐8 54

H10～
H11
H13～
H14
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（３）入居者の状況                 

①世帯人員別入居世帯 

 世帯人員別に入居世帯数比をみると、2 人世帯が 32.3％と最も高く、次いで 1 人世帯の

28.3％となっている。1人世帯及び2人世帯の小規模世帯は全体の6割を超えている。 

 団地別にみると緑ヶ丘住宅、高木住宅、保美住宅、神戸久保川住宅（シルバーハウジング）、

福祉の里住宅（シルバーハウジング）において1人世帯が多い。 

 平均世帯人員は 2.35 人となっており、市平均の 2.88 人（2015 年（平成 27 年））より

少ない。  

図 2-19 世帯人員別入居世帯数比 

                     （2018 年（平成 30 年）3 月末現在） 



- 30 - 

    表 2-19 団地別世帯人員別入居世帯数           

                                                           （2018 年（平成 30 年）3 月末現在） 

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人

1 緑ヶ丘住宅 公営 69 31 25 6 6 1 0 69 128 1.86

44.9% 36.2% 8.7% 8.7% 1.4% 0.0% 100.0%

2 西鎌田住宅 公営 147 28 59 33 19 3 0 142 336 2.37

19.7% 41.5% 23.2% 13.4% 2.1% 0.0% 100.0%

3 大沢住宅 公営 24 6 12 2 2 1 1 24 55 2.29

25.0% 50.0% 8.3% 8.3% 4.2% 4.2% 100.0%

4 希望が丘住宅 公営 81 23 28 16 9 2 1 79 179 2.27

29.1% 35.4% 20.3% 11.4% 2.5% 1.3% 100.0%

5 法蔵寺住宅 公営 30 4 9 8 5 1 1 28 77 2.75

14.3% 32.1% 28.6% 17.9% 3.6% 3.6% 100.0%

6 西前田住宅 公営 48 12 12 13 6 0 0 43 99 2.30

27.9% 27.9% 30.2% 14.0% 0.0% 0.0% 100.0%

7 高木住宅 公営 40 10 2 0 0 0 0 12 14 1.17

83.3% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 - - - - - - - - -

9 宮ノ前住宅 公営 72 14 33 12 8 1 1 69 159 2.30

20.3% 47.8% 17.4% 11.6% 1.4% 1.4% 100.0%

10 保美住宅 公営 110 45 19 25 11 2 0 102 212 2.08

44.1% 18.6% 24.5% 10.8% 2.0% 0.0% 100.0%

11 仲瀬古住宅 公営 24 4 10 2 1 1 1 19 45 2.37

21.1% 52.6% 10.5% 5.3% 5.3% 5.3% 100.0%

12 特公賃 24 0 1 7 10 3 0 21 78 3.71

0.0% 4.8% 33.3% 47.6% 14.3% 0.0% 100.0%

13 神戸久保川住宅 公営 12 9 3 0 0 0 0 12 15 1.25

(ｼﾙﾊﾞ )ー 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

(エクセルコート久保川) 特公賃 30 1 8 8 10 2 1 30 97 3.23

3.3% 26.7% 26.7% 33.3% 6.7% 3.3% 100.0%

14 福祉の里住宅 公営 18 15 3 0 0 0 0 18 21 1.17

(ｼﾙﾊﾞ )ー 83.3% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

（セントラルコート築出） 特公賃 54 2 9 18 16 8 0 53 178 3.36

3.8% 17.0% 34.0% 30.2% 15.1% 0.0% 100.0%

784 204 233 150 103 25 6 721 1,693 2.35

28.3% 32.3% 20.8% 14.3% 3.5% 0.8% 100.0%

676 201 215 117 67 12 5 617 1,340 2.17

32.6% 34.8% 19.0% 10.9% 1.9% 0.8% 100.0%
公営住宅　　計

合計

築出住宅
（スマイルコート築出）

１世帯当たりの世帯人員（世帯） 世帯数
合計

入居者数
（人）

平均世帯
人員

No. 団地名 種別
管理
戸数
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②世帯主年齢別入居世帯 

 世帯主年齢別入居世帯数比をみると、40 歳代が全体の 24.5％と最も多くなっている。次

いで70歳以上が23.0％となっている。65歳以上は全体の35.0％（65～69歳 12.0％＋

70歳～23.0％）を占めている。 

 団地別にみるとシルバーハウジングを除き、緑ヶ丘住宅、高木住宅において 65 歳以上が

50％を超えている。  

       図 2-20 世帯主年齢別入居世帯数比  

                  （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）
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   表 2-20 世帯主年齢別入居世帯数             

 （2018年（平成30年）3月末現在）

～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳～

1 緑ヶ丘住宅 公営 69 3 8 17 6 1 13 22 70

4.3% 11.4% 24.3% 8.6% 1.4% 18.6% 31.4% 100.0%

2 西鎌田住宅 公営 147 9 22 30 25 9 19 28 142

6.3% 15.5% 21.1% 17.6% 6.3% 13.4% 19.7% 100.0%

3 大沢住宅 公営 24 0 6 7 2 2 2 5 24

0.0% 25.0% 29.2% 8.3% 8.3% 8.3% 20.8% 100.0%

4 希望が丘住宅 公営 81 4 12 29 11 3 10 12 81

4.9% 14.8% 35.8% 13.6% 3.7% 12.3% 14.8% 100.0%

5 法蔵寺住宅 公営 30 0 7 10 3 4 2 4 30

0.0% 23.3% 33.3% 10.0% 13.3% 6.7% 13.3% 100.0%

6 西前田住宅 公営 48 2 7 6 11 1 5 11 43

4.7% 16.3% 14.0% 25.6% 2.3% 11.6% 25.6% 100.0%

7 高木住宅 公営 40 0 0 1 0 0 4 9 14

0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 28.6% 64.3% 100.0%

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 - - - - - - - -

9 宮ノ前住宅 公営 72 8 7 16 8 4 7 20 70

11.4% 10.0% 22.9% 11.4% 5.7% 10.0% 28.6% 100.0%

10 保美住宅 公営 110 2 18 21 12 8 15 27 103

1.9% 17.5% 20.4% 11.7% 7.8% 14.6% 26.2% 100.0%

11 仲瀬古住宅 公営 24 0 4 3 4 0 2 6 19

0.0% 21.1% 15.8% 21.1% 0.0% 10.5% 31.6% 100.0%

12 特公賃 24 6 15 3 0 0 0 0 24

25.0% 62.5% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

13 神戸久保川住宅 公営 12 0 0 0 0 1 2 9 12

(ｼﾙﾊﾞｰ) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 16.7% 75.0% 100.0%

(エクセルコート久保川) 特公賃 30 2 6 10 9 3 0 0 30

6.7% 20.0% 33.3% 30.0% 10.0% 0.0% 0.0% 100.0%

14 福祉の里住宅 公営 18 0 0 0 0 1 2 15 18

(ｼﾙﾊﾞｰ) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.6% 11.1% 83.3% 100.0%

（セントラルコート築出） 特公賃 54 0 5 27 10 6 5 1 54

0.0% 9.3% 50.0% 18.5% 11.1% 9.3% 1.9% 100.0%

784 36 117 180 101 43 88 169 734

4.9% 15.9% 24.5% 13.8% 5.9% 12.0% 23.0% 100.0%

合計

合計
世帯主年齢（世帯）

No. 団地名 種別
管理
戸数

築出住宅
（スマイルコート築出）
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③高齢者を含む入居世帯 

 高齢者（65 歳以上）を含む世帯は全入居者の38.3％を占める。内訳は高齢者単身が21.2％

と多くなっている。高齢者単身と高齢者夫婦のみの世帯は 30.5％（21.2％＋9.3％）を占め

る。 

 団地別にみるとシルバーハウジングを除き、緑ヶ丘住宅、高木住宅、保美住宅において高齢

者単身が多い。 

     図 2-21 高齢者（65 歳以上）を含む世帯の割合      

 （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）



- 34 - 

   表 2-21 高齢者（65 歳以上）を含む世帯の入居状況 

 （2018年（平成30年）3月末現在）

高齢者単身 高齢者夫婦
高齢者
同居世帯

計

1 緑ヶ丘住宅 公営 69 28 5 2 35 34 69

40.6% 7.2% 2.9% 50.7% 49.3% 100.0%

2 西鎌田住宅 公営 147 17 17 18 52 90 142

12.0% 12.0% 12.7% 36.6% 63.4% 100.0%

3 大沢住宅 公営 24 5 2 0 7 17 24

20.8% 8.3% 0.0% 29.2% 70.8% 100.0%

4 希望が丘住宅 公営 81 15 3 6 24 55 79

19.0% 3.8% 7.6% 30.4% 69.6% 100.0%

5 法蔵寺住宅 公営 30 3 1 3 7 21 28

10.7% 3.6% 10.7% 25.0% 75.0% 100.0%

6 西前田住宅 公営 48 6 7 6 19 24 43

14.0% 16.3% 14.0% 44.2% 55.8% 100.0%

7 高木住宅 公営 40 10 2 0 12 0 12

83.3% 16.7% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 - - - - - -

9 宮ノ前住宅 公営 72 12 9 9 30 39 69

17.4% 13.0% 13.0% 43.5% 56.5% 100.0%

10 保美住宅 公営 110 32 6 7 45 57 102

31.4% 5.9% 6.9% 44.1% 55.9% 100.0%

11 仲瀬古住宅 公営 24 3 5 0 8 11 19

15.8% 26.3% 0.0% 42.1% 57.9% 100.0%

12 特公賃 24 0 0 0 0 21 21

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

13 神戸久保川住宅 公営 12 8 3 0 11 1 12

(ｼﾙﾊﾞｰ) 66.7% 25.0% 0.0% 91.7% 8.3% 100.0%

(エクセルコート久保川) 特公賃 30 0 0 0 0 30 30

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

14 福祉の里住宅 公営 18 14 3 0 17 1 18

(ｼﾙﾊﾞｰ) 77.8% 16.7% 0.0% 94.4% 5.6% 100.0%

（セントラルコート築出） 特公賃 54 0 4 5 9 44 53

0.0% 7.5% 9.4% 17.0% 83.0% 100.0%

784 153 67 56 276 445 721

21.2% 9.3% 7.8% 38.3% 61.7% 100.0%

高齢者を含む世帯
高齢者を含
まない世帯

合計団地名 種別
管理
戸数

No.

築出住宅
（スマイルコート築出）

合計
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④入居期間別入居世帯 

 入居期間別入居世帯数をみると、10～19 年が全体の 26.8％と最も多い。次いで 5 年未

満が26.4％となっている。50年以上居住している世帯は7団地においてみられる。 

    図 2-22 団地別入居期間別入居世帯数比        

 （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）
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  表 2-22 団地別入居期間別入居世帯数 

 （2018年（平成30年）3月末現在）

５年未満 5～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50年以上

1 緑ヶ丘住宅 公営 69 22 19 8 15 3 3 0 70

31.4% 27.1% 11.4% 21.4% 4.3% 4.3% 0.0% 100.0%

2 西鎌田住宅 公営 147 36 23 28 22 17 12 4 142

25.4% 16.2% 19.7% 15.5% 12.0% 8.5% 2.8% 100.0%

3 大沢住宅 公営 24 5 6 5 5 3 0 0 24

20.8% 25.0% 20.8% 20.8% 12.5% 0.0% 0.0% 100.0%

4 希望が丘住宅 公営 81 20 21 22 11 4 0 3 81

24.7% 25.9% 27.2% 13.6% 4.9% 0.0% 3.7% 100.0%

5 法蔵寺住宅 公営 30 8 5 12 5 0 0 0 30

26.7% 16.7% 40.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

6 西前田住宅 公営 48 9 5 10 10 3 2 4 43

20.9% 11.6% 23.3% 23.3% 7.0% 4.7% 9.3% 100.0%

7 高木住宅 公営 40 0 0 0 4 3 4 3 14

0.0% 0.0% 0.0% 28.6% 21.4% 28.6% 21.4% 100.0%

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 - - - - - - - -

9 宮ノ前住宅 公営 72 21 6 11 16 7 5 4 70

30.0% 8.6% 15.7% 22.9% 10.0% 7.1% 5.7% 100.0%

10 保美住宅 公営 110 22 20 31 14 12 3 1 103

21.4% 19.4% 30.1% 13.6% 11.7% 2.9% 1.0% 100.0%

11 仲瀬古住宅 公営 24 7 2 3 3 1 2 1 19

36.8% 10.5% 15.8% 15.8% 5.3% 10.5% 5.3% 100.0%

12 特公賃 24 14 5 5 0 0 0 0 24

58.3% 20.8% 20.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

13 神戸久保川住宅 公営 12 5 5 2 0 0 0 0 12

(ｼﾙﾊﾞｰ) 41.7% 41.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

(エクセルコート久保川) 特公賃 30 12 5 13 0 0 0 0 30

40.0% 16.7% 43.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

14 福祉の里住宅 公営 18 6 4 8 0 0 0 0 18

(ｼﾙﾊﾞｰ) 33.3% 22.2% 44.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

（セントラルコート築出） 特公賃 54 7 8 39 0 0 0 0 54

13.0% 14.8% 72.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

784 194 134 197 105 53 31 20 734

26.4% 18.3% 26.8% 14.3% 7.2% 4.2% 2.7% 100.0%

入居期間
合計No. 団地名 種別

管理
戸数

築出住宅
（スマイルコート築出）

合計
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⑤応募状況 

 近年の各住戸の入居待ち状況を下表に示す。申込戸数が空室（空家）を上回っている状況と

なっている。シルバーハウジングや建築年度の新しい緑ヶ丘住宅への申込みが多い。 

                        表 2-23 応募状況                （各年月末） 

空室
戸数

申込
戸数

空室
戸数

申込
戸数

空室
戸数

申込
戸数

空室
戸数

申込
戸数

空室
戸数

申込
戸数

空室
戸数

申込
戸数

1 緑ヶ丘住宅 公営 69 0 9 0 10 0 9 0 12 0 5 0 12

2 西鎌田住宅 公営 147 0 4 0 2 1 0 0 1 0 0 1 0

3 大沢住宅 公営 24 0 2 0 5 0 4 0 3 0 3 0 3

4 希望が丘住宅 公営 81 0 6 0 9 0 6 1 4 2 0 0 1

5 法蔵寺住宅 公営 30 0 2 0 1 0 2 0 0 3 0 2 0

6 西前田住宅 公営 48 0 1 1 1 2 1 3 0 2 0 2 0

7 高木住宅 公営 40 - - - - - - - - - - - - 募集停止（政策空家）

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 - - - - - - - - - - - - 廃止予定

9 宮ノ前住宅 公営 72 0 10 0 6 5 0 3 0 0 0 2 0

10 保美住宅 公営 110 0 2 1 2 2 4 1 0 2 1 1 1

11 仲瀬古住宅 公営 24 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0

12
築出住宅
（スマイルコート築出）

特公賃 24 1 7 1 2 0 1 4 0 2 0 3 0

13 神戸久保川住宅 公営 12 0 5 0 3 0 4 0 2 0 2 0 3 シルバーハウジング

(エクセルコート久保川) 特公賃 30 0 4 0 3 5 0 0 2 0 0 0 2

14 福祉の里住宅 公営 18 0 8 0 8 0 8 0 9 0 8 0 7 シルバーハウジング

（セントラルコート築出） 特公賃 54 0 21 0 18 0 14 0 8 0 8 0 8

2 81 3 70 16 53 13 41 11 27 11 37計

備考

H25年7月 H30年7月

No. 団地名 種別
管理
戸数

H26年7月 H27年7月 H28年7月 H29年7月
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（４）入居者の収入状況

収入分位別入居世帯の状況をみると、収入分位 0～10％の低所得者層が 522 世帯

（71.1％）となっている。また、収入分位 0～25％の本来階層が 597 世帯（81.3％）と

なっている。本来階層以外は18.7％となっている。 

   図 2-23 収入分位別入居世帯の割合   

 （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）

 表 2-24 収入分位別入居世帯の状況   

 （2018 年（平成 30 年）3 月末現在）

世帯の月額所得 入居世帯数 入居割合

階層1 10.0% 　　　　　～104,000 522 71.1%

階層2 15.0% 104,001～123,000 25 3.4%

階層3 20.0% 123,001～139,000 24 3.3%

階層4 25.0% 139,001～158,000 26 3.5%

階層5 32.5% 158,001～186,000 16 2.2%

階層6 40.0% 186,001～214,000 21 2.9%

階層7 50.0% 214,001～259,000 27 3.7%

階層8 60.0% 　　 259,001～ 73 9.9%

　　 313,000～ 0 0.0%

734 100.0%

収入分位

高額所得者

合計



- 39 - 

（５）その他公的住宅

現在、県営住宅１団地（87戸）と県住宅供給公社１団地（195戸）の計282戸が整備さ

れている。 

表 2-25 その他公的住宅 

サンコート田原              県営赤石住宅 

建設年度 構造・階数 備考

1988 鉄筋コンクリート造　８階 県営住宅

A棟 99 1990 鉄骨鉄筋コンクリート造　９階/５階
B棟 96 1991 鉄筋コンクリート造　９階

住宅供給公社賃貸住宅

合計

管理戸数

87

住宅名

県営赤石住宅

195

282

サンコート田原
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2025

第３章 需要推計

■田原市住生活基本計画 

 田原市住生活基本計画（平成29年 3月）において示される公営住宅の供給目標量を以下に

示す。（再掲） 

 ア.将来世帯数 

 イ.公営住宅の供給目標量 

2025（平成37年） 備考 

公営住宅 646戸 公営住宅（低所得者向け）：646戸（現状：646戸） 

シルバー 

ハウジング 

50戸 シルバーハウジング：50戸（現状：30戸＋新規：20戸） 

公営住宅 計 696戸  
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■国の「ストック推計プログラム」（将来の「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計） 

ここでは、公営住宅等の需要の見通しとして、公営住宅の施策対象のうち「著しい困窮年収

未満の世帯数」（自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困難な年収である世帯）

を推計する。 

 ア.「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計結果 

2015年

（現状）
2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

著しい困窮年収 

未満世帯 
595 514 447 403 376 347 

   著しい困窮年収未満世帯の総数は、人口減少等により、今後は減少を続けるものと予測さ

れる。 

 イ.著しい困窮年収未満世帯への対応 

2015年

（現状）
2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

著しい困窮年収 

未満世帯 
595 514 447 403 376 347 

公営住宅 

（低所得者向け） 
646  646    

シルバーハウジング 30      50    

公営住宅  計 676  696    

                       ※：公営住宅の借上げや家賃補助等による総量の維持 

  （参考） 
   住生活基本計画における供給目標 

2015年

（現状）
2020年 2025年 

公営住宅 

（低所得者向け） 
646  646 

シルバーハウジング 30      50 

公営住宅  計 676  696 

 ・計画期間終期（2028年）は2025年と2030年の中間年であり、公営住宅の戸数は2025

年の数値が推移するものとする。 

・計画期間内（～2028年）において、著しい困窮年収未満世帯への対応は公営住宅において

対応していくものとする（対応可能である）。 

（※）
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＜参考＞公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計（概要） 

■「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）平成 28 年 8 月【国土交通省住宅局総合整備課】」

において公開された「ストック推計プログラム」（将来の「著しい困窮年収未満の世帯数」の推

計）により算出 

（１）概要 

・公営住宅等の需要の見通しの検討にあたっては、まず、将来（30 年程度の中長期）の時点に

おける世帯数等の推計を基に、公営住宅の施策対象（本来階層及び裁量階層）の世帯数を推計

し、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困難な年収である世帯（以下

「著しい困窮年収未満の世帯数」という。）を推計する。この推計手法を「ストック推計」と

いうこととする。 

（２）ストック推計の流れ 

ステップ０ 田原市の世帯数を推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別） 

 ・世帯数の推計には、世帯主率法を用いる。世帯主率法とは、世帯数は世帯主数に等しいことを

利用し、人口に世帯主率（人口に占める世帯主数の割合）を乗じることによって世帯主数、す

なわち世帯数を求める手法である。 

   世帯数＝世帯主数＝人口×世帯主率（人口に占める世帯主数の割合） 

＜使用データ＞ 

 ・国勢調査「一般世帯数（世帯主年齢5歳階級別）及び人口（年齢5歳階級別）」 

 ・国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（H25年 3月推計）「男女･年齢

(5 歳)階級別人口」 

 ・国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』（H26 年 4 月

推計）」「世帯主の男女・年齢5歳階級別・家族類型別世帯主率」 

＜推計結果＞世帯数推計 

総数 21,129 21,491 21,192 20,631 19,941 19,260 18,528
  20歳未満 244 274 276 274 274 254 252
  20～24歳 1,191 1,118 1,050 982 913 848 776
  25～29歳 1,345 1,314 1,142 1,065 993 923 882
  30～34歳 1,426 1,366 1,192 1,039 973 905 858
  35～39歳 1,511 1,480 1,399 1,226 1,089 1,035 977
  40～44歳 1,341 1,494 1,398 1,274 1,088 936 883
  45～49歳 1,499 1,463 1,555 1,428 1,283 1,091 951
  50～54歳 1,712 1,601 1,530 1,589 1,422 1,240 1,076
  55～59歳 2,063 1,919 1,874 1,871 2,028 1,919 1,780
  60～64歳 2,526 2,267 2,122 2,112 2,153 2,395 2,251
  65～69歳 1,890 2,389 2,124 1,956 1,922 1,940 2,092
  70～74歳 1,396 1,616 2,054 1,783 1,605 1,543 1,489
  75～79歳 1,340 1,221 1,415 1,812 1,584 1,441 1,395
  80～84歳 972 978 860 954 1,177 984 898
  85歳以上 673 992 1,202 1,266 1,436 1,807 1,968

世帯主
の年齢

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年



- 43 - 

ステップ１ 目標年次の借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数を推計 

       １）住宅所有関係・世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計 

２）借家世帯の世帯人員・収入分位五分位階級別世帯数の推計 

＜使用データ＞ 

 ・住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

 ・家計調査年報（総務省統計局） 

＜推計結果＞借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数 

 【2020年】 

 【2025年】 

 【2030年】 

 【2035年】 

 【2040年】 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 241 354 486 705
～ ～ ～ ～ ～
241 354 486 705

522 854 1,770 738 104 3,988
95 59 86 98 81 419
6 20 44 210 53 332
22 37 77 105 19 260
44 23 29 37 12 145
10 6 8 13 12 49
699 998 2,014 1,202 281 5,194

合計

５　人
６人以上
合　計

１　人
２　人
３　人
４　人

世帯人員

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 238 350 479 696
～ ～ ～ ～ ～
238 350 479 696

488 823 1,812 831 104 4,059
66 45 73 97 85 366
0 11 29 210 48 298
20 30 65 101 11 228
47 21 23 38 14 143
10 6 9 14 13 53
631 937 2,010 1,292 276 5,146

世帯人員 合計

５　人
６人以上
合　計

１　人
２　人
３　人
４　人

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 244 359 494 715
～ ～ ～ ～ ～
244 359 494 715

555 866 1,678 613 112 3,823
132 75 103 95 76 480
29 34 63 200 61 387
24 45 91 106 31 296
40 25 37 34 10 146
9 5 7 11 11 44

788 1,051 1,978 1,058 300 5,177

世帯人員 合計

１　人
２　人
３　人
４　人
５　人
６人以上
合　計

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 236 346 473 689
～ ～ ～ ～ ～
236 346 473 689

459 787 1,829 897 114 4,086
43 34 62 94 89 321
0 6 17 203 48 275
18 25 56 96 6 201
48 20 19 37 16 140
11 6 9 15 15 55
579 878 1,990 1,343 288 5,078

世帯人員 合計

５　人
６人以上
合　計

１　人
２　人
３　人
４　人

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 234 343 468 683
～ ～ ～ ～ ～
234 343 468 683

431 745 1,822 948 122 4,068
24 25 52 90 91 282
0 2 7 195 49 253
17 21 48 90 7 183
49 19 15 36 17 136
11 6 9 15 15 57
531 819 1,953 1,374 301 4,978

世帯人員 合計

５　人
６人以上
合　計

１　人
２　人
３　人
４　人
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ステップ２ 公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」を推計 

       １）基準年収以下の世帯の割合の推計 

・本来階層：収入分位25％以下の世帯 

・裁量階層：収入分位40％（50％）以下の世帯 

２）本来階層の世帯数の推計 

３）裁量階層の世帯数の推計 

＜使用データ＞ 

 ・住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

＜推計結果＞公営住宅の施策対象世帯数 

 【2020年】 

 【2025年】 

 【2030年】 

 【2035年】 

 【2040年】 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 244 359 494 715
～ ～ ～ ～ ～
244 366 494 715

１人 218 340 145 0 0 704
２人 132 74 42 0 0 247
３人 29 34 23 0 0 86
４人 24 45 64 3 0 137
５人 40 25 37 3 0 105

６人以上 9 5 7 4 0 26
合計 451 524 319 10 0 1,304

住宅の所有関係 世帯人員 合計

　借　　　　　家

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 241 354 486 705
～ ～ ～ ～ ～
241 366 486 705

１人 218 356 196 0 0 770
２人 95 58 39 0 0 193
３人 6 20 18 0 0 44
４人 22 37 58 4 0 120
５人 44 23 29 4 0 101
６人以上 10 6 8 5 0 29
合計 395 500 348 13 0 1,256

住宅の所有関係 世帯人員 合計

　借　　　　　家

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 238 350 479 696
～ ～ ～ ～ ～
238 366 479 696

１人 216 364 243 0 0 823
２人 66 45 36 0 0 147
３人 0 11 13 0 0 24
４人 20 30 52 4 0 106
５人 47 21 23 6 0 97
６人以上 10 6 9 6 0 31
合計 359 478 376 16 0 1,228

住宅の所有関係 世帯人員 合計

　借　　　　　家

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 236 346 473 689
～ ～ ～ ～ ～
236 366 473 689

１人 220 377 294 0 0 891
２人 43 34 34 0 0 111
３人 0 6 8 1 0 15
４人 18 25 46 4 0 94
５人 48 20 19 6 0 93
６人以上 11 6 9 7 0 33
合計 339 468 410 18 0 1 ,235

住宅の所有関係 世帯人員 合計

　借　　　　　家

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 234 343 468 683
～ ～ ～ ～ ～
234 366 468 683

１人 215 372 332 0 0 919
２人 24 25 31 0 0 80
３人 0 2 4 1 0 7
４人 17 21 41 4 0 83
５人 49 19 15 7 0 89
６人以上 11 6 9 8 0 34
合計 315 445 431 20 0 1 ,212

住宅の所有関係 世帯人員 合計

　借　　　　　家
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ステップ３ 公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」を推計 

１）最低居住面積水準の民間賃貸住宅の家賃水準の推計 

２）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅の入居に必要な年

収の推計 

３）必要年収未満の世帯数の推計【借家の世帯人員・収入分位別】 

＜使用データ＞ 

 ・住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

＜推計結果＞著しい困窮年収未満の世帯数 

 【2020年】 

 【2025年】 

 【2030年】 

 【2035年】 

 【2040年】 

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 244 359 494 715
～ ～ ～ ～ ～
244 359 494 715
172 0 0 0 0 172
128 0 0 0 0 128
29 17 0 0 0 45
24 45 0 0 0 69
40 25 13 0 0 79
9 5 7 0 0 21

402 93 20 0 0 514

世帯人員 合計

２人
３人
４人
５人

６人以上

合計

１人

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 241 354 486 705
～ ～ ～ ～ ～
241 354 486 705

174 0 0 0 0 174
94 0 0 0 0 94
6 10 0 0 0 17
22 37 2 0 0 60
44 23 12 0 0 79
10 6 8 0 0 23
350 76 21 0 0 447

世帯人員 合計

３人
４人
５人
６人以上

合計

１人
２人

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 238 350 479 696
～ ～ ～ ～ ～
238 350 479 696

175 0 0 0 0 175
66 0 0 0 0 66
0 6 0 0 0 6
20 30 3 0 0 53
47 21 10 0 0 78
10 6 9 0 0 25
318 63 22 0 0 403

世帯人員 合計

３人
４人
５人
６人以上

合計

１人
２人

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 236 346 473 689
～ ～ ～ ～ ～
236 346 473 689
180 0 0 0 0 180
43 0 0 0 0 43
0 4 0 0 0 4
18 25 4 0 0 47
48 20 9 0 0 77
11 6 9 0 0 26
300 55 22 0 0 376

世帯人員 合計

３人
４人
５人
６人以上

合計

１人
２人

第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位
0 234 343 468 683
～ ～ ～ ～ ～
234 343 468 683

177 0 0 0 0 177
24 0 0 0 0 24
0 2 0 0 0 2
17 21 5 0 0 42
49 19 8 0 0 75
11 6 9 0 0 26
278 48 21 0 0 347

世帯人員 合計

３人
４人
５人
６人以上

合計

１人
２人
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（３）将来の「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計結果（まとめ） 

公営住宅施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計

①著しい困窮年収未満の世帯の総数

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

著しい困窮年収未満の世帯数 595 514 447 403 376 347

②世帯人員別の著しい困窮年収未満の世帯
■世帯数

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

1人（60歳以上高齢者） 168 172 174 175 180 177

2人 170 128 94 66 43 24

3人 82 45 17 6 4 2

4人 83 69 60 53 47 42

5人 75 79 79 78 77 75

6人以上 17 21 23 25 26 26

合計 595 514 447 403 376 347

■構成割合

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

1人（60歳以上高齢者） 28.2% 33.5% 39.0% 43.4% 47.8% 51.1%

2人 28.6% 24.9% 21.0% 16.3% 11.4% 7.0%

3人 13.8% 8.8% 3.7% 1.5% 0.9% 0.4%

4人 13.9% 13.4% 13.4% 13.1% 12.6% 12.2%

5人 12.7% 15.3% 17.7% 19.4% 20.4% 21.7%

6人以上 2.8% 4.0% 5.2% 6.2% 6.9% 7.5%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

595
514

447
403 376 347
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第４章 課題整理と長寿命化に関する基本方針

４－１ 公営住宅等の整備方針                   

 第２章「公営住宅等の状況整理」、第３章「需要推計」を踏まえ、本市の公営住宅等の課題

と整備方針を①「入居者の状況」、②「住宅の構造・状態」の観点から整理する。 

 ①入居者の状況               ②住宅の構造・状態 

①入居者の状況 

＜入居者の状況からの課題＞ 

●本市の人口は近年人口減少傾向にあるとともに、少子高齢化が進展している。第３章「需

要推計」からは、この人口減少・少子高齢化に伴って、将来的な公営住宅需要が減少する

こと、また、高齢独居の公営住宅需要が、全体の需要減少に反して増加することを読み取

ることができる。現在も地域ごとに住宅の需要にばらつきがあることを踏まえると、今後

の公営住宅の供給においては、市内の将来的な人口動態や、住宅に困窮する世帯の動向に

対応した整理と供給が課題となる。 

●公営住宅等入居者のうち、高齢者（65 歳以上）を含む世帯は全入居者の約4割を占めて

いる。内訳をみると、高齢単身者と高齢者夫婦のみの世帯が合わせて約3割を占めている。

また、公営住宅等入居者の世帯人員別に入居世帯をみると、1人世帯及び2人世帯の小規

模世帯は全体の6割を超えている。今後、入居者の高齢化と小規模世帯化はさらに進むも

のと見込まれることから、公営住宅等の維持管理と改善、供給においては、高齢者への配

慮と小規模世帯化への対応が課題となる。 

●空家の状況をみると、募集停止や廃止予定を除き、空家となっている戸数は少なく、また、

全体の応募状況をみると、申込戸数が空家戸数を上回っている。特にシルバーハウジング

や建築年度の新しい住宅団地への申込みが多く、その一方、渥美地域の住宅や若者向け住

宅には空家が見られる状況にある。今後、これらの需要の動向に対応した公営住宅等の維

持管理と改善、供給が求められる。 

＜整備方針１＞ 

１．田原市の実情にあった公営住宅等の整備  

 ▼地域ごとの人口や入居世帯の動態に応じた、公営住宅等の適正規模の確保 

 ▼高齢者、小規模世帯に配慮した住宅の維持管理・改善、供給 

＜入居者の状況からの課題＞ ＜住宅の構造・状態からの課題＞ 

＜整備方針１＞ 

田原市の実情にあった公営住宅等の整備 

＜整備方針２＞ 

公営住宅等の長寿命化と適切な 
維持管理・建替の実施 
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②住宅の構造・状態 

＜住宅の構造・状態からの課題＞ 

●建設年度別にみると、昭和40年代（1965年～1974年）に建設された住宅には簡易耐

火造平屋建て、簡易耐火造2階建てが多く、大部分が耐用年数を経過しており、これらの

建替え等の検討が課題である。なかでも著しく老朽化した住宅団地については、用途廃止、

建替えの検討が必要である。 

●昭和50年代（1975年～1984年）以降は中層耐火造が多くなっているが、これらも計

画期間終期となる 2028 年には全体の 11.2％が耐用年数を経過、55.5％が耐用年数の

1/2を経過することから、今後は予防保全的な維持管理の推進と、計画的な改善事業の実

施によるライフサイクルコストの縮減を適切に行うことが課題となる。 

●3 箇所給湯が整備されていない住戸が残る団地があるほか、ほとんどの団地においてバリ

アフリーへ未対応となっている。今後は必要に応じて適切に居住性の向上を図る必要があ

る。 

●近年の主な計画修繕・改善事業の実施状況を見ると、年度ごとの実施規模、実施状況に波

がみられる。事業費の平準化を図ることで財政負担を軽減するためにも、計画性のある修

繕・改善事業の実施が必要である。 

＜整備方針２＞ 

２．公営住宅等の長寿命化と適切な維持管理・建替の実施  

   ▼老朽化した簡易耐火造平屋建て、簡易耐火造2階建ての住宅の用途廃止、建替えの検

討 

▼中層耐火造の住宅を中心とした公営住宅等の長寿命化、適切な維持管理 

▼住戸内設備の計画的な改善、居住性向上 

▼予防保全的な維持管理の推進と計画的な改善事業の実施によるライフサイクルコスト

の縮減  
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４－２ 長寿命化に関する基本方針                

 既存の公営住宅等の長寿命化を図るためには、これまでの対症療法的な維持管理から、建物

の老朽化や劣化による事故、居住性の低下等を未然に防ぐ、予防保全的な維持管理が重要であ

る。 

そして、予防保全の観点に基づく日常的な保守点検や計画修繕、改善事業の実施により、既

存の公営住宅等のライフサイクルコストの縮減と長寿命化を図るため、以下の方針を設定する。 

（１）既存の住宅の状態把握・修繕の実施・データ管理に関する方針

①定期点検及び日常点検の実施 

 建築基準法に基づく法定点検について、今後も引き続き行っていくとともに、外観からの目

視により確認することが可能な部位等については日常点検を行い、公営住宅等の状況把握に努

める。 

②点検結果等に基づく修繕の実施 

 点検結果等を踏まえ、予防保全的な観点から、屋上防水や外壁塗装等の計画修繕を実施する。 

公営住宅等を長期にわたって良好に維持管理していくために、建物の内外装・設備等の経年劣

化に応じて、修繕周期を考慮した適切な修繕を計画的に実施していく。 

③点検結果や実施した修繕内容のデータ管理 

 点検を通して把握した公営住宅等の状況や実施した修繕の内容等については、データベース

等に住棟単位で記録し、公営住宅等の効果的かつ効率的な修繕、維持管理に役立てていくとと

もに、その後の点検でこれらの記録を活用するというサイクルを構築する。 

（２）改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針

①予防保全的な維持管理の実施 

 対症療法型の維持管理から、予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施す

ることによって、公営住宅等の長寿命化を図る。 

②ライフサイクルコストの縮減 

 改善事業の実施にあっては、耐久性の向上を企図した仕様の性能向上や、予防保全的な維持

管理による修繕周期の延長などにより、ライフサイクルコストの縮減を図る。 
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第５章 公営住宅等長寿命化の対象と事業手法の選定

５－１ 対象住宅等の設定                     

 事業手法の選定を行う対象施設は、「第１章 １－５ 計画の対象」に示す公営住宅・特定

公共賃貸住宅及び共同施設（集会所）とする。 

■公営住宅、特定公共賃貸住宅          

住宅名 

１ 公営 緑ヶ丘住宅 

２ 公営 西鎌田住宅 

３ 公営 大沢住宅 

４ 公営 希望が丘住宅 

５ 公営 法蔵寺住宅 

６ 公営 西前田住宅 

７ 公営 高木住宅 

８ 公営 木造宮ノ前住宅 

９ 公営 宮ノ前住宅 

１０ 公営 保美住宅 

１１ 公営 仲瀬古住宅 

１２ 特公賃 築出住宅 

１３ 公営・特公賃 神戸久保川住宅 

１４ 公営・特公賃 福祉の里住宅 

 ■共同施設部分 

住宅名 共同施設名 

① 緑ヶ丘住宅 集会所 

② 西鎌田住宅 集会所 

③ 希望が丘住宅 集会所 

④ 保美住宅 集会所 
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５－２ 団地別・住棟別の事業手法の選定              

（１）事業手法の基本的な考え方

本計画で用いる事業手法は、維持管理、改善（全面的改善・個別改善）、建替、用途廃止と

し、以下に基本的な考え方を整理する。 

事業手法 基本的な考え方 

1)維持管理

公営住宅等の効用を維持するため、以下の方法により適切な維持・管理を行

うものを本計画では「維持管理」とする。 

・保守点検 

・経常修繕（経常的に必要となる小規模な修繕） 

・計画修繕 

・空家修繕 等 

2)改善 

全面的

改善 

 公営住宅等の住棟単位又は団地単位で行われる全面的な改善又は

これに準ずる改善を行う事業とする。 

個別 

改善 

全面的改善によらず、公営住宅等の質の向上のために以下の改善・

改修を個別に行うものを本計画では「個別改善」とする。 

特に長寿命化型改善を含むものについては「個別改善（長寿命化

型）」とする。 

１）安全性確保型（外壁改修、屋上・屋根改修、耐震改修、等）

２）長寿命化型（外壁の耐久性向上、屋上断熱防水、屋根改修、

外壁改修、配管改修 等） 

３）居住性向上型（風呂改修、間取りの変更、断熱、電気容量の

アップ 等） 

４）福祉対応型（EV設置、1階住戸のバリアフリー化、住戸内

手摺設置、段差解消、共有部高齢者対応 等） 

3)建替 

 現存する公営住宅等または共同施設を除却し、その敷地の全部または一部の

区域に新たに公営住宅等を建設するものを本計画では「建替」とする。 

また、現存する団地の敷地では用途廃止をし、他の利便性の高い敷地に新た

に建設するものを本計画では「移転建替」とする。 

4)用途廃止

 耐用年数が経過しており、将来にわたり団地を継続管理することが不適当と

判断される場合、公営住宅等または共同施設の用途を廃止し、敷地を他の用途

へ有効に活用するものを本計画では「用途廃止」とする。 

 ※事業手法別の標準管理期間について、以下のように示す。 

＜事業手法別標準管理期間＞ 

手  法 標準管理期間 

建替 

耐火造（低耐・中耐・高耐） 70年 

簡易耐火造（２階建て） 45年 

木造・簡易耐火造（平屋建て） 30年 

全面的改善 概ね 30年以上 

個別改善 概ね 10年以上 



- 52 - 

（２）事業手法の選定フロー

 事業手法の選定は、指針に示された「事業手法の選定フロー」に沿って、選定を行う。 



- 53 - 

（３）事業手法の判定

①公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計 

  第３章「需要推計」参照 

②１次判定 

ア．団地敷地の社会的特性 

 ・選定フローに基づき、需要、効率性、立地条件により、団地ごとに判定を行う 

需要 応募倍率（申込戸数）、空家戸数等から需要を評価 

効率性 
敷地面積、用途地域、敷地形状（不整形かどうか）等から高度利用の可能

性を評価 

立地条件 
利便性（バス停近接（概ね300m））、地域バランス、災害危険区域から立

地条件を評価 

＜判定結果＞ 

イ．住棟の物理的特性 

 ・選定フローに基づき、躯体の安全性、避難の安全性、居住性により評価し、住棟の改善の

必要性や可能性を判定する。判定においては耐用年数経過年数も考慮して改善の必要性を

判断する。 

躯体の安全性 
新耐震基準（昭和５６年６月以降）の確認、耐震診断、構造形式から躯体

の安全性を評価 

避難の安全性 二方向避難、防火区画から避難の安全性を評価 

居住性 
住戸面積、バリアフリー性、住戸内設備状況（3箇所給湯等）より居住性

を評価 

耐用年数経過 耐用年数経過状況を評価 

継続管理する団地
継続管理について
判断を留保する団地

1 〇

2 〇

3 〇

4 〇

5 〇

6 〇

7 〇

8 〇

9 〇

10 〇

11 〇

12 〇

13 〇

14 〇

大沢住宅

福祉の里住宅

宮ノ前住宅

保美住宅

仲瀬古住宅

築出住宅

神戸久保川住宅

希望が丘住宅

法蔵寺住宅

西前田住宅

高木住宅

木造宮ノ前住宅

団地名

ア．団地敷地の社会的特性

緑ヶ丘住宅

西鎌田住宅
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継続管理について
判断を留保する団地

維持管理
優先的な改善
又は
優先的な建替

優先的な建替
又は
優先的な用途廃止

1 〇

2 〇

簡2住棟 〇

中耐住棟 〇

4 〇

5 〇

6 〇

7 〇

8 〇

9 〇

10 〇

11 〇

12 〇

13 〇

14 〇

緑ヶ丘住宅

3 大沢住宅

継続管理する団地

団地名

築出住宅

神戸久保川住宅

福祉の里住宅

希望が丘住宅

高木住宅

木造宮ノ前住宅

宮ノ前住宅

保美住宅

仲瀬古住宅

法蔵寺住宅

西前田住宅

西鎌田住宅

＜判定結果＞ 

ウ．判定 

 ・社会的特性による判断、物理的特性による判断結果を総合的に勘案して、事業手法（維持

管理、改善、建替、用途廃止）を仮設定する。 

 ・事業手法が定まらない次の2グループの団地・住棟については、２次判定を行う。 

Ａグループ：継続管理する団地のうち優先的な改善又は優先的な建替が必要な団地 

  Ｂグループ：優先的な建替又は優先的な用途廃止が必要な団地 

＜判定結果＞ 

Ａグループ Ｂグループ

改善不要 改善が必要
優先的な対応
が必要
（改善可能）

優先的な対応
が必要
（改善不可能）

1 〇

2 〇

簡2住棟 〇

中耐住棟 〇

4 〇

5 〇

6 〇

7 〇

8 〇

9 〇

10 〇

11 〇

12 〇

13 〇

14 〇

団地名

イ．住棟の物理的特性

保美住宅

仲瀬古住宅

築出住宅

神戸久保川住宅

福祉の里住宅

法蔵寺住宅

西前田住宅

高木住宅

木造宮ノ前住宅

宮ノ前住宅

緑ヶ丘住宅

西鎌田住宅

3 大沢住宅

希望が丘住宅
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③２次判定 

2次判定では、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）及び建替事業量による判断により改善か建

替かを判定する。また、将来ストック量による判断により継続管理かどうかの判定を行う。 

ア．ＬＣＣ比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定（Ａグループが対象） 

 1)判定の考え方 

  ・1次判定においてＡグループとなった団地についてＬＣＣを算出し、改善か建替かを判

定する。 

  ・1次判定においてＡグループとなった団地のうち、簡易耐火造2階建ての住棟について

は、LCC算定対象外であるため本判定を行わず、3次判定にて事業手法を判定する。 

 2)判定のための判断基準 

  ・対象住棟が改善事業を実施する場合と建替事業を実施する場合のＬＣＣを比較し、改善

事業を実施する方がＬＣＣを縮減できる場合に、事業手法を改善と仮設定する。 

イ．将来ストック量を踏まえた事業手法の仮設定（Ｂグループが対象） 

 1)判定の考え方 

  ・1次判定においてＢグループとなった団地について将来のストック量の推計を踏まえて

判定する。 

 2)判定のための判断基準 

  ・建替又は用途廃止候補の団地を対象として、ストック推計を踏まえて、将来にわたって

「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約等により用途廃止するこ

とを想定する「当面管理する団地（建替を前提としない）」とするのかの判定を行う。

さらに、事業手法を仮設定する。 

＜判定結果＞ 

優先的な
改善

優先的な
建替

優先的な建替
優先的な
用途廃止

2 〇

7 〇 建替でストック量を維持

8 〇 1戸

10 〇

11 〇

Ａグループ Ｂグループ

イ．将来ストック量の確認
備考

木造宮ノ前住宅

保美住宅

仲瀬古住宅

高木住宅

団地名
ア．LCC比較

西鎌田住宅
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④３次判定 

1次判定、2次判定の結果を踏まえて、団地・住棟単位での集約・再編の可能性、事業費の

試算や事業実施時期の調整、長期的な管理の見通し（30 年程度）について検討し、その上で

計画期間内に実施を予定する事業手法を決定する。 

ア．集約・再編等の可能性を踏まえた事業手法の再判定 

概要

・１次・２次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる

事業手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に

応じて建替や改善等の事業手法を再判定する。 

・あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行

う。 

イ．事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

概要

・中長期的な期間（30 年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替

事業等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 

・事業量及び事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、将来にわ

たる事業実施が可能となるよう事業実施時期を調整して、改めて試算し問題がない

か確認を行う。 

・これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替事業等の実施時期を決定する

とともに、年度別事業費を試算する。 

ウ．長期的な管理の見通しの作成【30年程度】 

概要
・イで決定した事業実施時期を基に、全団地・住棟の供用期間、事業実施時期の見通

しを示した概ね30年程度の長期的な管理の見通しを作成する。 

エ．計画期間における事業手法の決定 

概要

・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間（10 年以上）内に実施を予定する事業

（新規整備、改善、建替、用途廃止）を決定する。 

・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、個別改善か全面的改善かを

決定する。 
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⑤判定結果 

 ・1次判定から3次判定に基づく、団地別のストック活用方針を以下のとおり整理する。 

表 4-1 団地別のストック活用方針 

長寿命化型 居住性向上型 福祉対応型
1 緑ヶ丘住宅 公営 1号棟 中耐3 H19 H89 2077 27 27

公営 2号棟 中耐3 H20 H90 2078 15 15
公営 3号棟 中耐3 H21 H91 2079 15 15
公営 4号棟 耐火1 H20 H90 2078 6 6
公営 5号棟 耐火1 H21 H91 2079 6 6

2 西鎌田住宅 公営 1棟 簡２ S54 H36 2024 3 3
公営 2棟 簡２ S54 H36 2024 3 3
公営 3棟 簡２ S54 H36 2024 3 3
公営 4棟 簡２ S54 H36 2024 3 3
公営 5棟 中耐3 S54 H61 2049 12 12
公営 6棟 中耐3 S55 H62 2050 12 12
公営 7棟 中耐3 S55 H62 2050 12 12
公営 8棟 中耐3 S56 H63 2051 12 12
公営 9棟 簡２ S57 H39 2027 3 3
公営 10棟 簡２ S57 H39 2027 3 3
公営 11棟 簡２ S57 H39 2027 3 3
公営 12棟 簡２ S57 H39 2027 3 3
公営 13棟 簡２ S57 H39 2027 3 3
公営 14棟 中耐3 S58 H65 2053 12 12
公営 15棟 中耐3 S57 H64 2052 12 12
公営 16棟 中耐3 S56 H63 2051 12 12
公営 17棟 中耐3 S56 H63 2051 12 12
公営 18棟 中耐3 S56 H63 2051 12 12
公営 19棟 中耐3 S58 H65 2053 12 12

3 大沢住宅 公営 1棟 簡２ S59 H41 2029 3 3
公営 2棟 簡２ S59 H41 2029 3 3
公営 3棟 簡２ S59 H41 2029 3 3
公営 4棟 簡２ S59 H41 2029 3 3
公営 5棟 中耐3 S59 H66 2054 12 12

4 希望が丘住宅 公営 A棟 中耐4 S62 H69 2057 10 10
公営 B棟 中耐4 S62 H69 2057 10 10
公営 C棟 中耐4 S63 H70 2058 10 10
公営 D棟 中耐4 S63 H70 2058 10 10
公営 E棟 中耐4 S63 H70 2058 9 9
公営 F棟 中耐4 H1 H71 2059 8 8
公営 G棟 中耐4 H1 H71 2059 8 8
公営 H棟 中耐4 H2 H72 2060 8 8
公営 Ⅰ棟 中耐4 H2 H72 2060 8 8

5 法蔵寺住宅 公営 A棟 中耐3 H9 H79 2067 12 12
公営 B棟 中耐3 H10 H80 2068 18 18

6 西前田住宅 公営 1号棟 中耐3 S61 H68 2056 24 24
公営 2号棟 中耐3 H8 H78 2066 6 6
公営 3号棟 中耐3 H9 H79 2067 18 18

7 高木住宅 公営 尋畑　　1 簡平 S40 H7 1995
公営 尋畑　　2 簡平 S40 H7 1995
公営 尋畑　　3 簡平 S40 H7 1995
公営 尋畑　　4 簡平 S40 H7 1995
公営 尋畑　　5 簡平 S40 H7 1995
公営 中畑　　6 簡平 S41 H8 1996
公営 中畑　　7 簡平 S41 H8 1996
公営 中畑　　8 簡平 S41 H8 1996
公営 中畑　　9 簡平 S41 H8 1996
公営 中畑　10 簡平 S41 H8 1996
公営 中畑　11 簡平 S41 H8 1996

8 木造宮ノ前住宅 公営 1 木造1 S34 H1 1989 1 1

40 40

建替
用途
廃止

No. 団地名 種別 住棟番号
構造
階数

建設
年度

管理
戸数

維持
管理

改善
耐用年限
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 本計画において、計画期間中に耐用年限を迎える住棟については、その期間内においては、改

善・修繕周期を考慮しながら適切な維持管理及び長寿命化型改善を実施することにより、耐用年

限を延長して活用することとする。 

また、計画期間以降は、改善履歴やその構造（プレキャストコンクリート造等）、設備（排水配

管等）の状態を考慮しつつ、建替を検討することとする。 

計画期間中に耐用年限を迎える住棟 西鎌田住宅１～４号棟、９～１３号棟

長寿命化型 居住性向上型 福祉対応型
9 宮ノ前住宅 公営 1号棟 中耐3 H1 H71 2059 12 12

公営 2号棟 中耐3 H1 H71 2059 12 12
公営 3号棟 中耐3 H2 H72 2060 12 12
公営 4号棟 中耐3 H2 H72 2060 12 12
公営 5号棟 中耐3 H3 H73 2061 12 12
公営 6号棟 中耐3 H3 H73 2061 12 12

10 保美住宅 公営 1号棟 簡２ S48 H30 2018 5 5
公営 2号棟 簡２ S48 H30 2018 5 5
公営 3号棟 簡２ S48 H30 2018 5 5
公営 4号棟 簡２ S48 H30 2018 5 5
公営 5号棟 中耐3 S53 H60 2048 12 12
公営 6号棟 中耐3 S53 H60 2048 24 24
公営 7号棟 中耐3 S54 H61 2049 24 24
公営 8号棟 中耐3 S56 H63 2051 12 12
公営 9号棟 中耐3 S58 H65 2053 18 18

11 仲瀬古住宅 公営 1号棟 中耐3 S52 H59 2047 18 18
公営 2号棟 中耐3 S52 H59 2047 6 6

12 築出住宅 特公賃 101号～ 中耐3 H13 H83 2071 12 12
（スマイルコート築出） 特公賃 105号～ 中耐3 H15 H85 2073 12 12

13 神戸久保川住宅 公営 1 高耐7 H80 2068 12 12
(エクセルコート久保川) 特公賃 高耐7 H80 2068 30 30

14 福祉の里住宅 公営 1 高耐8 H83 2071 18 18
（セントラルコート築出） 特公賃 高耐8 H83 2071 54 54

公営 676 455 180 0 0 40 1
特公賃 108 0 108 0 0 0 0
計 784 455 288 0 0 40 1

H10

H13

建替
用途
廃止

No. 団地名 種別 住棟番号
構造
階数

建設
年度

管理
戸数

維持
管理

改善
耐用年限
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（単位：戸）

1～5年目 6～10年目 合　　計

784 784 784

0 0 0

743 784 743

0 0 0

120 168 288

個別改善事業予定戸数 120 168 288

全面的改善事業予定戸数 0 0 0

623 616 455

40 0 40

1 0 1

うち改善事業予定戸数

うちその他戸数

・建替事業予定戸数

・用途廃止予定戸数

公営住宅等管理戸数

・新規整備事業予定戸数

・維持管理予定戸数

うち計画修繕対応戸数

⑥公営住宅等ストックの事業手法別戸数表 

 ・公営住宅等ストックの事業手法別戸数表を以下に示す。 

表 4-2 公営住宅等ストックの事業手法別戸数表 

（各事業手法の基本的な考え方は、前掲（1）「事業手法の基本的な考え方」参照） 
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第６章 点検の実施方針

①定期点検の実施方針 

 建築基準法等に基づく法定点検については、今後も引き続き法令に基づく適切な点検を実施

する。  

②日常点検の実施方針 

 法定点検のほかにも「田原市建物維持管理マニュアル」に基づき、1年間に１度以上自主点

検を行う。点検を行う場合はマニュアルに示される「建物点検チェックシート」等に記載・入

力する。 

＜「田原市建物維持管理マニュアル（平成 27 年 8月 経営企画課）」の概要＞ 

■目的 

「建物維持管理マニュアル」は、老朽化等が進んでいる公共施設における安全対策と長く大切に利用す

るために、施設管理を行う者が日常的・簡易的に行うことができる点検ポイントを掲載しています。 

また、建物や設備等の点検の結果を活用し、今後も保有していく施設の保全、大規模改修等の優先順位

を検討し、大切な財産である公共施設を適切に維持、保全していくことを目的とします。 

 ■点検の種類 

 ■自主点検における業務 

  ○定期点検 

   1)対象施設 

    ・全ての公共施設 

      2)実施時期 

    ・1 年間に1度以上 

      3)実施方法 

    ・施設を巡回し、目視などによって異常がないか確認してください。 

・点検を行なう場合は必ず「建物点検チェックシート」に記載・入力してください。 

・異常がある場合には状況写真や記録を残し、必要に応じて修繕等の対応をしてください。 

・日々の施設運営の際にも劣化箇所や清掃等が必要な箇所がないか確認してください。 

・隠蔽部分や危険な部分等は点検を省略してください。 

 ■点検個所と項目 

建物外部 屋上（屋根）・避雷設備等 外壁 

外部建具 外構 

建物内部 内装（床・壁・天井・廊下・階段） 内部建具 トイレ、湯沸し室 

電気設備・機械設備 電気設備 空調設備・換気設備 給水設備 

消防用設備 消火設備 避難設備 

点検の対象

建築物 

建築設備 

昇降機 
等

法定点検
建築基準法

消防法 等

建物維持管理

マニュアル
自主点検 施設管理者が実施

有資格者が実施 
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③住宅内部における点検の実施方針 

 住居内の設備やバルコニー劣化状況等の点検は、住宅内部に立ち入る必要があり、定期点

検・日常点検（自主点検）の実施をすることが困難であることから、入居者が退去して空家と

なった際に実施する。 

④点検結果のデータベース化 

 定期点検、日常点検（自主点検）、入退去時に伴う住戸内部の点検結果については、それぞ

れデータベースに記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の点検に役立てるものとする。 
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第７章 計画修繕の実施方針

修繕の実施にあたっては、部位ごとに定められている修繕周期を目安として、将来見込まれ

る修繕工事の内容、修繕時期、必要となる費用等についてあらかじめ想定するとともに、定期

点検、日常点検（自主点検）の結果を踏まえ、予防保全的な観点から修繕計画を策定し、計画

的な修繕を行う。 
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＜参考＞修繕周期表（「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）平成 28年 8 月」より） 
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第８章 改善事業の実施方針

 引き続き活用を図る公営住宅等については、住棟の状況に応じた改善事業の必要性・効果を

考慮し、改善事業類型ごとに以下の実施方針に基づき行う。 

①安全性確保型 

実施方針 実施内容 

・非常時に円滑に避難できるよう避難設備や経路

の整備・確保を行う。 

・屋外通路等の避難経路の整備  

等 

・防犯性や落下・転倒防止等生活事故防止に配慮

した改善を行う。 

・入居者の安全を確保するため、建物の安全性能

を維持する改善を実施する。 

・防犯に配慮した建物部品の設置  

・外壁落下防止改修  

等 

②長寿命化型 

実施方針 実施内容 

・耐久性の向上や、躯体の劣化の低減、維持管理

の容易性向上の観点から予防保全的な改善を

行う。 

・外壁や屋根・屋上防水の耐久性向上 

・配管の耐久性向上  

等 

計画期間内 対象団地 実施内容 実施年次 

西鎌田住宅（1～4号棟）（簡２住棟） 外壁修繕 2024（H36） 

西鎌田住宅（5～8号棟） 外壁修繕 2025（H37）～2026（H38）

法蔵寺住宅（A・B棟） 屋上修繕 2021（H33）～2022（H34）

西前田住宅（1号棟） 屋上修繕 2019（H31） 

西前田住宅（2・3号棟） 屋上・外壁修繕 2021（H33）～2022（H34）

保美住宅（5号棟） 外壁修繕 2025（H37） 

築出住宅 屋上・外壁修繕 2024（H36）・2026（H38)

神戸久保川住宅 屋上・外壁修繕 2020（H32） 

福祉の里住宅 屋上・外壁修繕 2027（H39） 

希望が丘住宅集会所 屋上修繕 2024（H36） 

③福祉対応型 

実施方針 実施内容 

・高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住

戸内、共用部、屋外のバリアフリー化を進める。

・1 階住戸のバリアフリー化、住戸内部

の段差解消・手すり設置、浴室・トイ

レの高齢者対応 

・共用部・屋外の階段等における手すり

設置、スロープの設置  

等 
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④居住性向上型 

実施方針 実施内容 

・住戸及び住棟設備の機能向上を行い、居住性を

向上させる。 

・浴室改修 

・給湯設備の改修（台所、洗面所、風呂

の３箇所給湯） 

・間取りの変更 

・電気容量のアップ  

等 

計画期間内 対象団地 実施内容 実施年次 

西前田住宅（1号棟） 

浴室改修 
入居者が退去して 
空家となった際に実施 

保美住宅 

仲瀬古住宅 
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第９章 建替事業の実施方針

①建替方針 

■計画期間内 

・建設年度が古く、老朽化が顕著な高木住宅（簡平）について、利便性の高い適地（市街化

区域内）への移転建替えを推進する。 

■計画期間後 

・耐用年限が経過し老朽化が著しい住宅については用途廃止又は建替えを検討する。 

・高齢者対応（バリアフリー化・EV設置の困難な住宅）を優先して建替えを検討する。 

・建替えによる新規団地の入居機会が公平に提供されるよう地域バランスを考慮する。 

■既存民間賃貸住宅の借上げの検討 

・市が所有する公営住宅等の延床面積の削減（施設保有総量の圧縮）を視野に入れ、既存民

間賃貸住宅を公営住宅として借上げて必要な戸数を確保すること（住宅借上げ制度）を検討

する。 

・既存入居者が民間賃貸住宅へ移転する場合は家賃補助制度を検討する。 

②建替実施に際しての基本的な方針 

■既存入居者への配慮 

・移転建替えにおいては既存入居者をはじめ入居者意向を適切に反映するよう努める。 

・既存入居者が入居する場合、仮住居の確保、移転費の負担、傾斜家賃の設定等適切な措置

を講じる。 

・必要に応じて民間賃貸住宅への移転斡旋等の措置を講じる。 

■入居者に配慮した住戸の整備 

・建替えにあたっては、高齢者をはじめすべてのひとが安心して居住できるユニバーサルデ

ザインに対応した住戸の整備を進める。 

・多様な世帯構成、生活様式に対応できる住戸タイプを検討する。 

■周辺の景観、環境への配慮 

・建替えにあたっては、周辺の景観に配慮したデザインとする。 

・住棟は、必要な日照や通風、採光、開放性、プライバシーを確保するなど団地内やその周

辺地域の良好な居住環境を確保するよう整備する。 

・住棟だけでなく駐車場やゴミ置き場等の屋外環境にも配慮する。 

・環境に配慮した省エネルギー化を検討する（太陽光発電、雨水利用等）。 
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■整備や管理面でのコストへの配慮 

・建替えにあたっては、建設費のみならず管理のしやすさなど維持管理費にも配慮する。 

■コミュニティの形成・まちづくりの検討 

・入居者の利便性を確保するとともに、団地内のコミュニティの形成を図るため、集会室や

広場・小公園等の付帯施設の整備を検討する。 

・周辺の地域を含め健全な地域のまちづくりに貢献する（建設にあわせ道路や広場等地域に

必要な公共施設の整備、福祉施設等の生活支援施設導入の検討）。 

・高木住宅の移転跡地について、地域のまちづくりに寄与する有効活用を検討する。 

■民間活力導入の検討  

・建替えにあたっては、民間事業者の様々なノウハウや技術を活用した民間活力による整備

手法（PPP/PFI 手法）について検討する。 
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第 10 章 長寿命化のための事業実施予定

①事業実施予定 

計画期間内に実施する計画修繕・改善・建替等の事業実施予定を整理し、以下の様式に示す。 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所） 

②事業費 

これらの事業にかかる事業費については、家賃収入等と管理費・建設費等が均衡するよう運

営するとともに、社会資本整備総合交付金等の国庫補助金等を活用し、その事業費に充てる

ものとする。 
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持

管
理

西
鎌

田
住

宅
1
9

1
2

中
耐

３
S
5
8

維
持

管
理

大
沢

住
宅

1
3

簡
２

S
5
9

維
持

管
理

大
沢

住
宅

2
3

簡
２

S
5
9

維
持

管
理

大
沢

住
宅

3
3

簡
２

S
5
9

維
持

管
理

大
沢

住
宅

4
3

簡
２

S
5
9

維
持

管
理

大
沢

住
宅

5
1
2

中
耐

３
S
5
9

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

A
1
0

中
耐

４
S
6
2

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

B
1
0

中
耐

４
S
6
2

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

C
1
0

中
耐

４
S
6
3

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

D
1
0

中
耐

４
S
6
3

維
持

管
理

構
造

次
期

点
検

時
期

L
C
C

縮
減

効
果

(
千

円
/

年
)

備
考

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
建

設
年

度

修
繕

・
改

善
事

業
の

内
容
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法
定

点
検

法
定

点
検
に

準
じ

た
点
検

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

H
3
9

H
4
0

希
望

が
丘

住
宅

E
9

中
耐

４
S
6
3

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

F
8

中
耐

４
H
1

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

G
8

中
耐

４
H
1

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

H
8

中
耐

４
H
2

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

I
8

中
耐

４
H
2

維
持

管
理

法
蔵

寺
住

宅
A

1
2

中
耐

３
H
9

屋
上
防

水

(
長

寿
命

)
1
,
1
1
4
改
善

（
長
寿
命

化
型
）

法
蔵

寺
住

宅
B

1
8

中
耐

３
H
1
0

屋
上
防

水

(
長

寿
命

)
1
,
6
6
9
改
善

（
長
寿
命

化
型
）

西
前

田
住

宅
1

2
4

中
耐

３
S
6
1

屋
上

防
水

(
長

寿
命

)
1
,
9
4
0
改
善

（
長
寿
命

化
型
）

空
室

発
生
時
に

浴
室
改
修

西
前

田
住

宅
2

6
中

耐
３

H
8

屋
上
防

水

外
壁
改

修

(
長

寿
命

)

5
3
1
改
善

（
長
寿
命

化
型
）

西
前

田
住

宅
3

1
8

中
耐

３
H
9

屋
上
防

水

外
壁
改

修

(
長

寿
命

)

1
,
6
1
5
改
善

（
長
寿
命

化
型
）

高
木

住
宅

1
～

1
1

4
0

簡
平

S
4
0
・

S
4
1

木
造

宮
ノ

前
住

宅
1

1
木

造
１

S
3
4

宮
ノ

前
住

宅
1

1
2

中
耐

３
H
1

維
持

管
理

宮
ノ

前
住

宅
2

1
2

中
耐

３
H
1

維
持

管
理

宮
ノ

前
住

宅
3

1
2

中
耐

３
H
2

維
持

管
理

宮
ノ

前
住

宅
4

1
2

中
耐

３
H
2

維
持

管
理

宮
ノ

前
住

宅
5

1
2

中
耐

３
H
3

維
持

管
理

宮
ノ

前
住

宅
6

1
2

中
耐

３
H
3

維
持

管
理

構
造

次
期

点
検

時
期

L
C
C

縮
減

効
果

(
千

円
/

年
)

備
考

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
建

設
年

度

修
繕

・
改

善
事

業
の

内
容

浴
室
改
修

（
居
住
性
向
上
）
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法
定

点
検

法
定
点

検
に

準
じ
た

点
検

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

H
3
9

H
4
0

保
美

住
宅

1
5

簡
２

S
4
8

維
持

管
理

保
美

住
宅

2
5

簡
２

S
4
8

維
持

管
理

保
美

住
宅

3
5

簡
２

S
4
8

維
持

管
理

保
美

住
宅

4
5

簡
２

S
4
8

維
持

管
理

保
美

住
宅

5
1
2

中
耐

３
S
5
3

外
壁
改

修

(
長
寿

命
)

9
7
7
改
善

（
長

寿
命

化
型

）

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

保
美

住
宅

6
2
4

中
耐

３
S
5
3

維
持

管
理

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

保
美

住
宅

7
2
4

中
耐

３
S
5
4

維
持

管
理

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

保
美

住
宅

8
1
2

中
耐

３
S
5
6

維
持

管
理

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

保
美

住
宅

9
1
8

中
耐

３
S
5
8

維
持

管
理

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

仲
瀬

古
住

宅
1

1
8

中
耐

３
S
5
2

維
持

管
理

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

仲
瀬

古
住

宅
2

6
中

耐
３

S
5
2

維
持

管
理

空
室

発
生

時
に

浴
室

改
修

築
出

住
宅

1
0
1
号

～
1
2

中
耐

３
H
1
3

屋
上

防
水

外
壁

改
修

(
長

寿
命

)

1
,
1
0
5
改
善

（
長

寿
命

化
型

）

築
出

住
宅

1
0
5
号

～
1
2

中
耐

３
H
1
5

屋
上

防
水

外
壁

改
修

(
長

寿
命

)

1
,
1
5
4
改
善

（
長

寿
命

化
型

）

神
戸

久
保

川
住

宅
4
2

高
耐

７
H
1
1

屋
上

防
水

外
壁

改
修

(
長

寿
命

)

4
,
1
2
4
改
善

（
長

寿
命

化
型

）

福
祉

の
里

住
宅

7
2

高
耐

８
H
1
4

屋
上
防

水

外
壁
改

修

(
長
寿

命
)

6
,
8
8
9
改
善

（
長

寿
命

化
型

）

計
7
8
4

構
造

次
期

点
検

時
期

L
C
C

縮
減

効
果

(
千

円
/

年
)

備
考

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
建

設
年

度

修
繕

・
改

善
事

業
の

内
容

浴
室

改
修

（
居

住
性
向
上
）

浴
室
改
修

（
居
住
性
向
上

）

浴
室

改
修

（
居

住
性
向
上
）

浴
室

改
修

（
居

住
性
向
上
）

浴
室
改
修

（
居
住
性

向
上
）

浴
室
改
修

（
居
住
性
向

上
）

浴
室

改
修

（
居

住
性
向
上
）
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【
様

式
２

】
新

規
整

備
事

業
及

び
建

替
事

業
の

実
施

予
定

一
覧

　
事

業
主
体
名
：

　
住

宅
の
区
分
：

公
営
住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優

賃

（
公

共
供

給
）

改
良
住
宅

法
定

点
検

法
定
点

検
に

準
じ
た

点
検

高
木

住
宅

1
4

簡
平

S
4
0

H
3
3
･
3
4

H
3
2
取

壊
し

高
木

住
宅

2
3

簡
平

S
4
0

H
3
3
･
3
4

H
3
2
取

壊
し

高
木

住
宅

3
4

簡
平

S
4
0

H
3
3
･
3
4

H
3
0
取

壊
し

高
木

住
宅

4
4

簡
平

S
4
0

H
3
3
･
3
4

H
3
0
取

壊
し

高
木

住
宅

5
5

簡
平

S
4
0

H
3
3
･
3
4

H
3
2
取

壊
し

高
木

住
宅

6
3

簡
平

S
4
1

H
3
3
･
3
4

H
3
2
取

壊
し

高
木

住
宅

7
4

簡
平

S
4
1

H
3
3
･
3
4

H
3
0
取

壊
し

高
木

住
宅

8
4

簡
平

S
4
1

H
3
3
･
3
4

H
3
2
取

壊
し

高
木

住
宅

9
4

簡
平

S
4
1

H
3
3
･
3
4

H
3
2
取

壊
し

高
木

住
宅

1
0

2
簡

平
S
4
1

H
3
3
･
3
4

H
3
0
取

壊
し

高
木

住
宅

1
1

3
簡

平
S
4
1

H
3
3
･
3
4

H
3
0
取

壊
し

（
仮

称
）

Ａ
団

地
1

2
0

中
耐

３
－

H
3
3

4
,
9
0
5

新
規

整
備

予
定

（
仮

称
）

Ａ
団

地
2

2
0

中
耐

３
－

H
3
4

4
,
9
0
5

新
規

整
備

予
定

田
原
市

L
C
C

（
千

円
/
年

）

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

次
期

点
検

時
期

備
考

新
規

又
は

建
替

整
備

予
定

年
度

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
構

造
建

設
年

度
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【
様

式
３

】
共

同
施

設
に

係
る

事
業

の
実

施
予

定
一

覧
（

集
会

所
・

遊
具

等
）

公
営
住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優

賃

（
公

共
供

給
）

改
良
住
宅

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

法
定

点
検

法
定
点
検
に

準
じ
た
点
検

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

H
3
6

H
3
7

H
3
8

H
3
9

H
4
0

緑
ヶ

丘
住

宅
集

会
所

H
2
1

維
持

管
理

西
鎌

田
住

宅
集

会
所

S
5
7

維
持

管
理

希
望

が
丘

住
宅

集
会

所
H
1

屋
上
防
水

(
長
寿
命
)

保
美

住
宅

集
会

所
S
5
4

取
壊

し

　
事

業
主

体
名

：

備
考

維
持

管
理

・
改

善
事

業
の

内
容

団
地

名
共

同
施

設
名

建
設

年
度

次
期

点
検

時
期

田
原
市

　
住

宅
の

区
分

：
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第 11 章 ライフサイクルコストとその縮減効果

従来の対症療法的な維持管理から、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図る

長寿命化型改善を実施することで、公営住宅等の長寿命化が図られコスト縮減につながることと

なる。 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）は、指針をもとに算出する。 

（１）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の基本的な考え方

新規整備及び建替事業を実施する公営住宅等を対象としたライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の

算出の基本的な考え方は次の通りである。 

ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）            ［単位 千円/棟・年］ 

・建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

・改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を控除（改善

事業を実施することにより不要となる修繕費を控除）した額（※）

・修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額（※）。 

・除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額（※）

               ※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、

社会的割引率（４％）を適用して現在価値化する。 

（２）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方

長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する公営住宅等を対象としたライフサイクルコ

スト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方は次の通りである。 
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＜ライフサイクルコストの算出イメージ＞ 

  ①計画前モデル（長寿命化型改善事業を実施しない場合）のＬＣＣ 

               （建設費＋修繕費＋除却費） 
ＬＣＣ（計画前）＝                       

              評価期間（改善非実施）       ［単位 円/戸・年］ 

 ②計画後モデル（長寿命化型改善事業を実施した場合）のＬＣＣ 

（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費） 
ＬＣＣ（計画後）＝ 

評価期間（改善実施）      ［単位 円/戸・年］ 

③１棟のＬＣＣ縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）    

以上より算定した年平均縮減額がプラスであれば、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減効果

があると判断できる。 
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（３）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）とその縮減効果の算出結果

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出結果は以下のとおりである。 

＜算出の前提条件＞ 

＜ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果＞【長寿命化型改善事業】→様式１ 

いずれの住棟においても年平均縮減額はプラスであり、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮

減効果があると判断できる。 

＜ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）＞【新規建替整備】→様式２ 

計画前（長寿命型改善非実施） 使用年数50年

計画後（長寿命型改善実施） 使用年数70年

屋上防水

外壁改修

改善事業における
戸当たり工事費

田原市公営住宅
実績値

評価期間

団地名
住棟
番号

戸数 建設年度
改善事業
予定年度

長寿命化型
改善事業を
実施しない
場合のLCC
（円／戸・年）

長寿命化型
改善事業を
実施した
場合のLCC
（円／戸・年）

改善事業
実施による
LCC縮減額
（円／戸・年）

１棟当たりの
年平均縮減額
（円／棟・年）

1 3 S54(1979) H36(2024) 284,594 221,530 63,064 189,192

2 3 S54(1979) H36(2024) 284,594 221,530 63,064 189,192

3 3 S54(1979) H36(2024) 287,781 223,951 63,830 191,489

4 3 S54(1979) H36(2024) 287,781 223,951 63,830 191,489

5 12 S54(1979) H37(2025) 309,807 231,768 78,039 936,471

6 12 S55(1980) H37(2025) 307,631 229,919 77,712 932,548

7 12 S55(1980) H37(2025) 307,631 229,919 77,712 932,548

8 12 S56(1981) H38(2026) 335,719 249,931 85,788 1,029,455

A 12 H9(1997) H34(2022) 372,045 279,177 92,869 1,114,424

B 18 H10(1998) H33(2021) 372,148 279,441 92,706 1,668,716

1 24 S61(1986) H31(2019) 337,758 256,912 80,846 1,940,305

2 6 H8(1996) H33(2021) 370,003 281,551 88,452 530,713

3 18 H9(1997) H34(2022) 372,045 282,337 89,708 1,614,750

保美住宅 5 12 S53(1978) H37(2025) 323,814 242,394 81,420 977,044

101号～ 12 H13(2001) H36(2024) 374,182 282,107 92,075 1,104,898

105号～ 12 H15(2003) H38(2026) 383,034 286,827 96,207 1,154,486

神戸久保川住宅 － 42 H11(1999) H32(2020) 432,901 334,713 98,188 4,123,881

福祉の里住宅 － 72 H14(2002) H39(2027) 414,777 319,091 95,686 6,889,400

合計 25,711,001

西鎌田住宅

法蔵寺住宅

西前田住宅

築出住宅

団地名
住棟
番号

戸数 構造
LCC

（千円／年）

（仮称）Ａ団地 1 20 中耐３ 4,905

（仮称）Ａ団地 2 20 中耐３ 4,905

H33(2021)

H34(2022)

新規建替整備
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